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平成２６年第２回邑南町議会定例会（第1日目）会議録 
１．招集年月日   平成２６年３月３日（平成２６年２月１９日告示） 

２．招集の場所    邑南町役場  議場 
３．開   会     平成２６年３月３日（月）  午前９時３０分 
                      散会  午後３時４８分 
４．応招議員 
 議席    氏   名  議席    氏  名  議席     氏  名  議席    氏  名 
 １番 大和 磨美  ２番 瀧田 均  ３番 平野 一成  ５番 和田 文雄 
  ６番 宮田 博  ７番 漆谷 光夫  ８番 大屋 光宏  ９番 中村 昌史 
１０番 日野原 利郎 １１番 清水 優文 １２番 辰田 直久 １３番 亀山 和巳 
１４番  石橋 純二 １５番 三上 徹 １６番 山中 康樹   
５．不応招議員  なし 
６．出席議員  １５名 
 議席    氏   名  議席    氏  名  議席     氏  名  議席    氏  名 
 １番 大和 磨美  ２番 瀧田 均 ３番 平野 一成  ５番 和田 文雄 
  ６番 宮田 博  ７番 漆谷 光夫  ８番 大屋 光宏  ９番 中村 昌史 
１０番 日野原 利郎 １１番 清水 優文 １２番 辰田 直久 １３番 亀山 和巳 
１４番  石橋 純二 １５番 三上 徹 １６番 山中 康樹   
７．欠席議員   なし 
 議席    氏  名  議席    氏  名  議席    氏  名  議席    氏  名 
        
８．地方自治法第１２１条第１項の規定により、説明のため会議に出席した者の職氏名 
   職 名     氏  名    職 名    氏  名   職 名    氏  名 
町 長 石橋 良治 副町長 桑野 修 総務課長 藤間 修 
危機管理課長 細貝 芳弘 定住促進課長 原  修 企画財政課長 日高 輝和 
情報推進課長 小林 雅博 町民課長 服部 導士 税務課長 上田 洋文 
福祉課長 飛弾 智徳 農林振興課長 植田 弘和 商工観光課長 日高 始 
建設課長 土崎 由文 水道課長 朝田 誠司 保健課長 日高 誠 
会計管理者 安原 賢二 瑞穂支所長 川信 学 羽須美支所長 加藤 幸造 
教育委員長 河野 義則 教育長 土居 達也 学校教育課長 田中 節也 
生涯学習課長 能美 恭志 農業委員会長 田中 正規 監査委員 實田 譲 

９．本会議に職務のため出席した者の氏名 
    議会事務局長 沖 幹雄  事務局係長 日高 泉 
１０．町長提出議案の題目  別紙のとおり 
１１．会議録署名議員の氏名 

  議席 氏 名   議席 氏 名 
８番 大屋 光宏 １１番 清水 優文 

１２．本日の会議の大要は別紙のとおりである。 
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平成２６年第２回邑南町議会定例会議事日程（第１号） 
 

平成２６年３月３日（月）午前９時３０分開議  
 
 
 開会、開議宣告 
 
  議事日程の報告 
 
日程第１ 会議録署名議員の指名 
 
日程第２ 会期の決定 
 
日程第３ 町長施政方針 
 
日程第４ 教育方針 
 
日程第５ 行政報告 
 
日程第６  報告事項 
 

報告第１号 例月現金出納検査結果報告について 
 

報告第２号 平成２５年度定期監査報告について 
 
報告第３号 専決処分の報告について 

 
日程第７ 議案の上程、説明、質疑、討論、採決 
 

議案第７号 人権擁護委員候補者の推薦について 
 
日程第８ 議案の上程、説明 
 

議案第 ８ 号 指定管理者の指定について       （くるみ学園） 
 

議案第 ９ 号 指定管理者の指定について      （くるみ邑美園） 

 
議案第１０号 指定管理者の指定について      （石見デイサービスセンター、瑞穂東

デイサービスセンター） 

 
議案第１１号 指定管理者の指定について      （高齢者ふれあいプラザ） 

 
議案第１２号 指定管理者の指定について      （高齢者生活福祉センター） 

 

議案第１３号 指定管理者の指定について      （知恵工房、ねんりん工房） 

 

議案第１４号 指定管理者の指定について     （高齢者生きがい活動センター） 



 - 3 - 

 
議案第１５号 指定管理者の指定について     （福祉用具リサイクルセンター） 

 
議案第１６号 指定管理者の指定について     （いわみ西保育所、東保育所、日貫保育

所） 
 

議案第１７号 指定管理者の指定について     （はあもにぃはうす、ハートフルみずほ、

ぐるーぷリビング） 

 
議案第１８号 指定管理者の指定について     （瑞穂西デイサービスセンター） 

 
議案第１９号 指定管理者の指定について     （邑南町青少年旅行村） 

 
議案第２０号 指定管理者の指定について     （久喜林間学舎） 

 
議案第２１号 指定管理者の指定について     （ほたるの館） 

 
議案第２２号 指定管理者の指定について     （はすみ交流センター、はすみ温水プー

ル） 
 

議案第２３号 指定管理者の指定について     （邑南町農作業準備休憩施設） 
 
議案第２４号 指定管理者の指定について     （邑南町婦人若者等活動促進施設） 

 
議案第２５号 指定管理者の指定について     （邑南町猪肉加工場） 

 
議案第２６号 指定管理者の指定について     （邑南町ふれあい体験農園） 

 
議案第２７号 邑南町課設置条例の一部改正について 

 
議案第２８号 公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正について 

 
議案第２９号 邑南町表彰条例の一部改正について 

 
議案第３０号 邑南町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部改

正について 
 

議案第３１号 邑南町教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例の一部改
正について 

 
議案第３２号 邑南町職員の給与に関する条例等の一部改正について 

 
議案第３３号 邑南町特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の

一部改正について 
 

議案第３４号 邑南町福祉医療費助成条例の一部改正について 
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議案第３５号 邑南町国民健康保険税条例の一部改正について 
 

議案第３６号 邑南町観光案内所条例の一部改正について 
 

議案第３７号 邑南町溜池施設条例の一部改正について 
 

議案第３８号 邑南町若者定住促進住宅管理条例の一部改正について 
 

議案第３９号 邑南町消防団条例の一部改正について 
 

議案第４０号 邑南町非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部改
正について 

 
議案第４１号 邑南町地域防災計画に定める大規模な工場その他の施設の用途及び規模

の基準に関する条例の制定について 
 

議案第４２号 邑南町地域資源活用技術習得施設条例の制定について 
 

議案第４３号 邑智郡総合事務組合規約の変更について 
 

議案第４４号 市町村建設計画の一部変更について 
 

議案第４５号 町道路線の廃止について 
 

議案第４６号 町道路線の認定について 
 

議案第４７号 平成２５年度邑南町一般会計補正予算第８号について 
 

議案第４８号 平成２５年度邑南町国民健康保険事業特別会計補正予算第４号につい
て 

 
議案第４９号 平成２５年度邑南町後期高齢者医療事業特別会計補正予算第３号につ
い 

て 
 

議案第５０号 平成２５年度邑南町簡易水道事業特別会計補正予算第５号について 
 

議案第５１号 平成２５年度邑南町下水道事業特別会計補正予算第５号について 
 

議案第５２号 平成２５年度邑南町電気通信事業特別会計補正予算第４号について 
 

議案第５３号 平成２６年度邑南町一般会計予算について 
 

議案第５４号 平成２６年度邑南町国民健康保険事業特別会計予算について 
 

議案第５５号 平成２６年度邑南町国民健康保険直営診療所事業特別会計予算につい
て 
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議案第５６号 平成２６年度邑南町後期高齢者医療事業特別会計予算について 

 
議案第５７号 平成２６年度邑南町簡易水道事業特別会計予算について 

 
議案第５８号 平成２６年度邑南町下水道事業特別会計予算について 

 
議案第５９号 平成２６年度邑南町電気通信事業特別会計予算について 

 
日程第９ 請願文書表 
 
  請願第 １ 号 邑南町男女共同参画推進の町（仮称）宣言に関する請願 
 
  請願第 ２ 号 「高齢者の負担増と保険給付の削減を押し付け、市町村に責任を転 

嫁する介護保険の見直しに反対する意見書」の採択を求める請願 
 
  請願第 ３ 号 「ＴＰＰ交渉からの撤退を求める意見書」の提出を求める請願 
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平成２６年第２回邑南町議会定例会（第１日目）口述書 

平成２６年３月３日（月） 

―― 午前９時３０分 開会 ―― 

～～～～～～～○～～～～～～～ 

開会宣告 

●議長（山中康樹） おはようございます。定足数に達しておりますので、ただ今から、平成

２５年第２回邑南町議会定例会を開会いたします。議長の諸般の報告につきましては、お

手元に配布をしたとおりでございますので、ご覧いただきたいと思います。これより、本

日の会議を開きます。本日の議事日程は、あらかじめお手元に配布のとおりでございます。 

～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

日程第１ 会議録署名議員の指名 

●議長（山中康樹）（山中康樹） 日程第１、会議録署名議員の指名をいたします。８番大屋議

員、１１番清水議員、お願いをいたします。 

～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

日程第２ 会期の決定 

●議長（山中康樹） 日程第２、会期の決定を議題といたします。お諮りをいたします。本定

例会の会期は、本日、３月３日から３月１３日までの１１日間といたしたいと思います。

これにご異議はありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

●議長（山中康樹） 異議なしと認めます。したがって、会期は、本日３月３日から３月１３

日までの１１日間とすることに決定をいたしました。 

                       ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

日程第３ 町長施政方針 

●議長（山中康樹） 日程第３、町長施政方針。これより、町長施政方針を行っていただきま

す。 

●石橋町長（石橋良治） 議長、番外。 

●議長（山中康樹） 石橋町長。 

●石橋町長（石橋良治） ちょっとあの喉を痛めておりまして、聞き苦しいことがあるかもし

れませんが、ご容赦願いたいと思います。平成２６年第２回邑南町議会定例会の開会にあ

たり、提案いたします平成２５年度補正予算案及び平成２６年度予算案、条例案、その他

の諸議案の説明に先立ちまして、当面の町政運営に望む私の基本的な考え方と主要な施策

について申しあげ、町民の皆様をはじめ議会の皆様方のご理解とご協力をお願い申しあげ

たいと存じます。国の経済見通しによりますと、平成２６年度の我が国経済は、消費税率

引き上げに伴う駆け込み需要の反動減には留意が必要であるが、平成２６年度の経済財政

運営の基本的態度に示された施策の推進等により、年度を通してみれば前年度に引き続き

堅調な内需に支えられた景気回復が見込まれ、好循環が徐々に実現していくと考えられる。

物価については、前年度より上昇が高まり、消費者物価は３．２％程度、ＧＤＰデフレー

ター上昇率はプラスになると見込まれるなど、労働市場の引き続く改善を伴いながらデフ

レ脱却に向け着実な進展が見込まれる。この結果、平成２６年度の国内総生産の実質成長

率は１．４％程度、名目成長率は３．３％程度と見込まれる。なお、先行きのリスクとし
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ては、金融資本市場の動向、アジアの新興国等の経済動向、電力供給の制約等に留意する

必要がある。さらに最近の景気回復に向けた動きを持続的な経済成長につなげていくため、

日本再興戦略の実行を加速強化する。産業競争力強化法、国家戦略特別区域法、の積極的

活用や政策資源の重点配分などにより、同戦略に盛り込まれた３つのアクションプランを

強力に推進することで、日本経済の成長力を強化する。とされております。これらのこと

を踏まえた平成２６年度の地方財政につきましては、昨年同様に通常収支分と東日本大震

災分を区分して整理することとし、通常収支分については、財政運営戦略に基づき定める

中期財政フレームに沿って、地方が地域経済の活性化に取り組みつつ、安定的に財政運営

を行うことができるよう、地方交付税等の地方の一般財源総額について、社会保障の充実

分等を含め、平成２５年度の水準を相当程度上回る額を確保されております。このような

状況を踏まえ、本町の平成２６年度の予算編成にあたっては、厳しい財政状況ではありま

すが、新年度に向けてまず、昨年の邑南町８.２４豪雨災害の災害復旧を迅速に推し進める

ことを第一としております。そして昨年に引き続き、一つに、一人一人が日本一の子育て

村づくりに参加し、誇りと生きがいを実感すると同時にさらなる若者定住を、二つ目に、

所得の向上、三つ目に、健康づくり、体力づくりで生涯現役、四つ目に安心安全のまちづ

くりのさらなる推進を掲げ、住みよい町づくりに重点をおいて、町民の皆様方のご要望に

できる限りお応えできるよう配慮しております。また、ここ数年財政事情を勘案して、臨

時的に特別職の給与について減額しておりましたが、このたび、その減額をもう一年継続

させていただくことにいたしました。具体的な内容でございますが、まず、機構改革につ

いて申しあげます。現在、町で行っておりますケーブルテレビの番組制作等を、新年度よ

り一般社団法人おおなんケーブルテレビに委託することといたしましたので、情報推進課

をなくし、情報関連の業務を総務課に移すこととした、課設置条例の一部改正を本定例会

でお願いすることにしております。次に、合併１０周年記念式典等について申しあげます。

平成１６年１０月１日の合併で邑南町が誕生してから１０年を迎えますので、合併１０周

年記念式典等を計画しております。予定としましては、１１月１日に記念式典等を行い、

１１月２日に町民をあげてのイベントを行いたいと考えております。さだまさしさん作の

邑南町のイメージソングの披露や、邑南町のカルタ、また邑南町のゆるキャラ作成発表等

に加え、町民の方々の日頃の活動の発表や、地産地消テント村等を考えておりますので、

皆様是非ご参加をいただきたいと思います。次に、邑南町行財政改善審議会について申し

あげます。現在、合併算定替えにより計算され交付を受けております地方交付税交付金が、

合併後１０年を過ぎますと、その後、５年をかけて減額が行われることになっております。

現在の予測では、平成３２年には約８億円の減額が予想されておりますので、これに対応

するため行財政改善審議会を立ち上げ、対策を協議していきたいと考えております。平成

１７年に審議会を開催し、行財政全般にわたり見直しをした実績がございますが、今回も

同様に進めてまいりたいと考えております。次に、危機管理関係について申しあげます。

昨年は、昭和５８年災害からちょうど３０年の節目の年に当たり、警戒はしていたものの、

大変残念なことに８月２４日、９月４日と豪雨災害に見舞われ、災害の恐ろしさと、備え

の大切さを考えさせられた年となりました。改めて、町の防災力を高めていかなければな

らないと考えているところです。特に、日貫地域では、昭和５８年の豪雨災害の経験を踏

まえ、早めの避難で難を逃れた方もおられました。３０年前の豪雨災害の経験が活かされ
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た事例でございます。今回の災害は、ケーブルテレビなどにより、多くの町民が被災の状

況を共有されました。しかしながら、人の意識も時間とともに薄れてくると言われていま

す。正に災害は、忘れた頃に来ると言われるゆえんでございます。今回の災害を忘れず、

安全安心のまちづくりの方策の一つとして、町民の皆様に防災について考えていただく機

会として、この８月２４日という日を記憶に留めることは、大いに意義のあることと考え

ているところです。このため、この日を防災の日として制定することについて大いに議論

を頂き、出来れば今定例会の中で、邑南町民防災の日として制定頂ければと願っています。

次に、昨年１２月に消防団を中核とする地域防災力の充実強化に関する法律が制定されま

した。これには、消防団を中核とした地域防災力の充実強化を図ることで、住民の安全の

確保に資するとされています。具体的には、消防団員の報酬や、出動手当などの処遇の改

善や、消防団の装備の改善、そして教育訓練の改善や、これを受ける機会の充実、そして

消防団員の安全の確保等を求めています。このことにつきましては、本定例会において、

関係条例や当初予算案でお示し、ご審議いただくよう考えていますのでよろしくお願いし

ます。防災体制の充実に関しては、災害対策の本部体制の充実強化を図るとともに、自主

防災組織のさらなる充実促進や、防災士の養成を進めてまいります。また、災害時の緊急

非常食確保のための備蓄や資機材について、計画的に整備をしていくこととしています。

次に、矢上高校の教育振興について申しあげます。平成２６年度の矢上高校入学志願者数

は、定員１２０人に対し７０人と目標値を大きく下回ったため、平成２６年度は１学年３

学級維持に向け、全力で生徒確保に取り組んでまいります。具体策としては、生徒確保の

ために専任職員を配置することや、部活動支援などの矢上高校教育支援補助金の増額、産

業技術科の特色を生かした生徒確保策の推進などでございます。専任職員は矢上高校の教

員等と連携し、学校魅力化事業の推進を図るとともに、町内外への積極的な訪問ＰＲを実

施いたします。次に、生活交通確保対策について申しあげます。町の基幹路線であるおお

なんバス邑南川本線は、利用者からの要望により、４月１日から矢上駅邑南町役場間を延

長して運行いたします。これにより、邑智病院への通院のあとの買い物や、役場への移動

が容易となり、生活の利便性が高まると期待しております。次に、日本一の子育て村推進

施策について申しあげます。子育て支援事業の利用者や、定住対策への協力者に対して、

町内の商店などで使用できる買い物カードへのポイント付与制度を新設します。これは昨

年新設した、日本一の子育て村推進本部会議において提言を受けた新規施策で、子育て支

援事業については、町内２カ所に開設している病児保育事業や、一時預かり事業の有料サ

ービスのほか、子育て支援センターが実施している子育てサロンや、保健課で行っている

両親学級、離乳食教室などの無料サービス、さらには乳児検診などの検診時にポイントを

付与します。定住対策についても、空き家物件の確保や移住者の相談支援に協力いただけ

る方を選任し、定住につながれば、実績に応じて子育て支援と同様にポイントを付与した

いと考えております。ポイントを付与するのは、邑南町内の約７０店舗で使用できるおお

なんさくらカードで、サービス毎に１０ポイントから２０ポイントを付与する計画として

おり、必要な経費を新年度予算案に計上しております。これらの新規施策を、町商工会と

の共同事業により拡充して、地域で子育ての機運を高め、若年人口の確保並びに移住者支

援を通じて、日本一の子育て村を目指して参りたいと考えております。次に、邑南町地域

コミュニティ再生事業について申しあげます。平成２５年度から、井原地区の井原つなが
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るプロジェクトが事業を始められ、口羽地区の口羽地区振興協議会、日貫地区の日貫地区

活性協議会、出羽地区の出羽自治会、布施地区の元気はつらつプロジェクトの計５地区で

事業実施中でありますが、平成２６年度から、新規に矢上地区が事業を開始する予定でご

ざいます。次に、建築後３５年以上経過した「いこいの村しまね」の耐震補強及び改修工

事について申しあげます。平成２５年度に施設の耐震補強設計及び改修等の設計を行い、

平成２６年度に施設の耐震補強工事と付随する改修工事、老朽施設部分の修繕工事、更に

水漏れが激しかった浴室棟については、別の場所に３階建ての増築工事を行います。その、

増築する浴場棟の３階部分には、宿泊客のニーズに対応した洋室を建築し、施設の魅力を

高め集客増を図ります。次に、地域おこし協力隊について申しあげます。３月１日現在で、

耕すシェフ研修制度で３名、地域クリエイター研修制度で２名、耕すあきんど研修制度で

１名の、合わせて６名を地域おこし協力隊として委嘱しております。これに加えてすでに

数名の採用が決定しており、平成２６年度に向けても引き続きさらなる制度の充実を目指

して、積極的に取り組んでまいりたいと考えております。次に、食の学校について申しあ

げます。Ａ級グルメを基盤とする食と農のさらなる発展を目指して、昨年１０月に邑南町

食の学校プロジェクト推進協議会という組織を立ち上げ、食の学校の事業内容、運営方法

等についていろいろとご協議いただいております。食の学校では、食農教育、食育、６次

産業化の推進を図る中で、伝統、加工技術、素材知識の習得、新商品の開発などをめざし、

今後も邑南町食の学校プロジェクト推進協議会と協議、連携を図りながら、食の学校の有

意義な活用に向け努力をしてまいりたいと考えております。次に、中小企業者及び起業者

の支援について申しあげます。町としては、従来から島根県の地域商業活性化事業という

助成制度を活用し、中小企業者に対する支援を行っておりましたが、２６年度から、さら

にこれに加えて、町として新たな助成事業として、農林商工チャレンジ支援事業を創設し、

チャレンジ意欲のある中小企業者の支援を行っていくことといたしました。具体的には、

新商品開発、販路開拓、事業の共同化や、協業化などを目指して積極的に取り組んでいこ

うとする中小企業者等を支援していくというもので、これにより町内中小企業者の活性化

を図りたいと考えております。次に、農林業振興について申しあげます。昨年８月２４日

に発生した豪雨災害により，本町の農地及び農業用施設は甚大な被害を受けたところであ

りますが、現在では復旧工事の発注ができるところまでまいりました。これまでは、平成

２６年産米の作付計画のとりまとめが、スケジュールどおりにできるのかどうか心配をし

ておりましたが、水稲農家の皆さんや需給調整推進委員の皆様のご協力をいただき、作付

可能面積をとりまとめたところ、１,０３９ヘクタール程度の作付は可能であるとの集計が

まとまりました。平成２６年産米の島根県から邑南町への配分は１,０６１ヘクタールでし

たので、作付可能面積との差を県内での調整に出すという措置をしたところでございます。

次に、新たな農業・農村政策についてでございます。今、日本の農業は高齢化と耕作放棄

地の拡大が課題となっており、構造改革の必要性が叫ばれております。このため国におい

ては、農業を足腰の強い産業にし、農業農村の有する多面的機能の維持発揮を図るための

施策として農林水産業地域の活力創造プランを策定されました。具体的には、農地中間管

理機構の創設、２つ目には経営所得安定対策の見直し、３つ目に水田フル活用と米政策の

見直し、４つ目に日本型直接支払制度の創設といった４本の柱がございまして、来年度か

ら着手されることとなりました。詳細につきましては、関係の農家の皆さんや集落の代表
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の方々への説明会をきいて、お伝えしていきたいと考えております。次に、アグリサポー

トおーなんの法人化についてでございます。農作業の受託組織として、飼料用稲の刈り取

り作業を主な事業にスタートしたアグリサポートおーなんですが、耕種農家、畜産農家の

皆さんのご理解とご協力によりまして、平成２５年度では６０ヘクタールに近い面積の作

業を受託するまでになり、水稲の生産調整においては重要な位置を占めるまでに拡大をし

てまいりました。今後も、作業が安定的に継続できるよう、専門家の意見もいただきなが

ら検討会を開催し、平成２６年度から一般社団法人として再スタートする方向性を固めま

した。今後は、コントラクターとしての機能だけではなく、邑南町の農業振興の一翼を担

う組織となって活動できるよう、支援を続けてまいりたいと考えております。次に、林業

振興について申しあげます。これまで、林業を取り巻く環境は、供給側には林業従事者の

高齢化、後継者不足といった課題があり、需要側には多様な建築方法や建築資材の普及に

よる、国産材の利用の低迷といった状況がありました。しかしながら、最近発表された統

計情報の中には、住宅着工件数や木材の需要量が上向いてきたといったものもありますの

で、これを消費税率引き上げ前の駆け込み需要と片付けてしまうのではなく、環境問題、

国土保全、健康意識の高まりの兆候ととらえて、公共建築物の木造化推進と民間への波及、

木質バイオマスエネルギー利用の普及促進に一層取り組んで参りたいと考えております。

また、林業費予算につきましては、ここ数年、年度当初の配分がなかなか見込めず、年度

中途での増額補正という状況が続いておりました。しかしながら、平成２６年度の林野庁

関連予算を見ますと、平成２５年度補正予算と合わせ積極的な予算編成となっております

ので、邑南町としても年度当初からの取り組みができる体制を準備していきたいと考えて

おります。次に、おおなんケーブルテレビについて申しあげます。平成２６年度より一般

社団法人おおなんケーブルテレビがスタートいたします。町としては、これまで行ってき

た業務から、より専門性の高い番組制作や機器修繕等の業務を、おおなんケーブルテレビ

に業務委託することになりますが、施設全体の管理や加入者管理、料金徴収などの業務は

引き続き町が行いますので、加入者の皆様方には現状のままご利用いただくことができま

す。おおなんケーブルテレビは、今年３月末で開局４年目を終了することになります。現

在の加入状況は、テレビサービスが４，４３１件、インターネットサービスは１，７２８

件、加入者総数 ４，８１３件で、世帯加入率９５．９％となっており、県下でもトップ

クラスの加入率となっております。本年度は５年目になりますので、自主放送番組はより

充実した情報提供ができるよう、また各種サービスにおきましても多くの皆様に喜んでい

ただけるよう心がけてまいります。次に、携帯電話の通話状況について申しあげます。町

内の携帯電話の通信環境につきましては、毎年通話エリアの改善が図られ、ほとんどの地

域で通話可能になってまいりましたが、依然として全く携帯電話の使えない地域も数集落

存在いたします。この通話環境の整備には、通信事業者の理解と協力が不可欠であります

ので、今後とも該当地域の皆様と共に、通話エリアの拡大を求めてまいりたいと考えてお

ります。次に、保健事業について申しあげます。各種健康づくり事業につきましては、平

成２６年度も、第２次健康増進計画に基づき、医療費増加の一因となっている生活習慣病

予防対策として、４０代から６０代の壮年期の方に対して、年代や目的を絞った予防のた

めの各種教室を充実していきたいと考えております。また、住民主体の地区ごとの健康づ

くりを推進するために、地区担当保健師を中心に、地区の実態把握や課題の抽出、地域で
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健康づくり活動を展開するための基盤づくりに真剣に取り組むことにしております。各種

がん検診につきましては、平成２６年度も第２次がん対策推進計画に基づき、国の無料ク

ーポン券事業等を取り入れ、引き続き、受診率の向上、がんの早期発見を目指し、各種が

ん検診を実施してまいります。平成２６年度の新規事業としまして、医療保険が適用され

ず医療費が高額である、特定不妊治療費の助成を行うこととしております。平成２３年度

から実施、助成しています一般不妊治療では、全ての夫婦が妊娠に至るわけではなく、高

度生殖医療である特定不妊治療を受けて、妊娠されるケースがあるのが現状でございます。

特定不妊治療は、医療保険が適用されないため、島根県の助成制度があるものの自己負担

が高額であることから、その経済的な負担を軽減することにより、不妊治療の機会の拡大

を図り、子どもを産み育てる環境の充実を図るものでございます。次に、国民健康保険事

業について申しあげます。国民健康保険事業につきましては、これまで保険財政が大変厳

しい状況にあったことから、一般会計からの財政支援や、基金の取り崩しを行いながら、

国保税率を上げさせていただいておりました。しかしながら、平成２４年度の実績から、

医療費が減少傾向に転じており、それを反映し平成２５年度には医療費分の国保税率その

ものを下げさせていただきました。この医療費の減少傾向につきましては、平成２５年度

に入り、４月診療分で一時的に高くなりましたが、６月以降減少傾向が続いており、平成

２６年度の医療費推計に反映しましたところ、わずかながら減少傾向が見込まれますが、

金額としては国保税の算定に影響するほどの額ではございませんでした。一方、国保税の

現状をみますと、被保険者数が減少している反面、課税標準額が増加しており、応能、応

益の割合が更にひらくことが考えられますので、今回、医療費分の所得割の税率を若干下

げ、調整することといたしました。この税率改正による影響でございますが、被保険者一

人当たりの調定額で、課税標準額の上昇を見込んだ場合０．７１％の減となりますが、課

税標準額を昨年度と同額とした場合概ね３．７％の減となります。平成２６年度当初予算

につきましては、こうしたことを踏まえ計上させていただいております。改善の傾向が見

えるものの、未だ多くの一般会計繰入金と、基金の取り崩しによる補てんを必要とする状

況に変わりはございませんので、引き続き運営には細心の注意を払っていきたいと思って

おります。今定例会には、申しあげました平成２６年度当初予算と、邑南町国民健康保険

税条例の一部改正を提案しておりますのでよろしくお願いいたします。なお、邑南町国民

健康保険税条例の一部改正は国保税の税率改正を内容としておりますが、この保険税率の

最終決定につきましては、７月の本算定での決定となります。医療費の今後の動向などを

見極め、適切な対応を行いたいと考えておりますので、ご理解いただきますようお願いを

いたします。次に、後期高齢者保険料について申しあげます。後期高齢者保険料につきま

しては、平成２６年度が改定の年となっており、島根県後期高齢者医療広域連合では先般、

平成２６、２７年度で使用します税率が決定いたしました。まず均等割でございますが、

１千９２０円増の４万３千４４０円に、所得割につきましては０．１２％増の８．５３％

にそれぞれ改定されました。この改定による影響ですが、一人当たりの保険料は２．４％

増の４万９千２２４円が試算されています。その他、高齢者の医療の確保に関する法律施

行令の一部改正を受けまして、賦課限度額が２万円増の５７万円に引き上げられ、一方、

低所得者に対する軽減が見直され、５割と２割を軽減する基準の緩和により軽減対象が拡

大をされました。次に、子育て支援について申しあげます。子育て支援につきましては、
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ニーズ調査結果を反映させるなど、平成２７年度から実施される子ども子育て新制度に対

応して、日本一の子育て村推進会議において議論を進め、今年秋までに支援事業計画の大

枠を策定して参ります。次に、高齢者福祉について申しあげます。高齢者が住み慣れた地

域で安心して生活を継続できるようにするため、医療、介護、予防、住まい、生活支援が

一体的に提供される、地域包括ケアシステムの構築に向け取り組んで参ります。特に、高

齢化の進展に伴い、認知症高齢者がさらに増加する見込みであることから認知症対策と、

要支援、要介護状態にならないよう介護予防事業に重点をおいて取り組みます。また、国

の介護保険制度改革の内容を踏まえ関係機関と十分協議し、平成２７年度からの第６期介

護保険事業計画の策定に取り組んで参ります。次に、上下水道事業について申しあげます。

簡易水道事業でございますが、統合簡易水道整備事業により遠方監視制御設備設置工事を、

基幹改良事業により矢上簡易水道及び瑞穂西簡易水道の老朽管の布設替え工事を実施しま

す。さらに、簡易水道事業につきましては、平成２９年度から地方公営企業法の適用を受

ける上水道事業に移行します。このため、法適化に向けての準備作業を進める必要があり、

平成２６年度においては資産の調査、評価に取り組みます。また、企業会計導入のための

会計システム等の整備を図り、外部専門家の助言等も求めながら、適切に法適用企業に移

行できるよう作業を進めてまいります。次に、下水道事業でございますが、浄化槽市町村

整備推進事業により、２０基の合併処理浄化槽設置工事を予定しております。公共下水道

につきましては、処理場が供用開始後１５年を迎えることから、今後の施設の適切な維持

と設備を更新してまいります、あ、設備更新を行うため、失礼しました、下水道長寿命化

計画の策定に取り組んでまいります。次に、建設関係の事業について申しあげます。まず、

災害復旧事業についてでございますが、２５年度からの繰越事業、２６年度事業を合わせ

て工事を進めてまいります。２６年度の国庫補助金の割当要望は、農地農業用施設災害、

公共土木施設災害とも、２５年度割当残の５割相当を要望する予定でございます。国庫補

助災害につきましては、被災箇所数、被災規模を考慮しまして、羽須美、瑞穂地域は６月

末までに、石見地域につきましては年内までに全箇所発注を目指してまいります。小災害

につきましては、年度当初から測量を実施し、できるだけ早い時期の工事発注を目指して

まいります。工事に関係する皆様のご理解とご協力をよろしくお願いしたいと存じます。

次に、国県道整備事業でございますが、浜田作木線の雪田工区におきましては、雪田トン

ネル工事に着手され平成２７年３月貫通の見込であり、吉原工区は昨年に引き続き詳細設

計、用地調査を進めていただく予定となっております。また、田所国府線の市木工区、甲

田作木線の日南川工区につきまして継続実施いただく予定でございます。町道改良事業に

つきましては、災害復旧工事の早期完成のため、工事費は減額しておりますが、町道１２

路線の道路改良事業並びに災害防除事業を進めていく予定としております。河川砂防事業

につきましては、出羽川の三日市工区及び伏谷工区におきまして、引き続き河川拡幅に伴

う護岸工事が実施される予定でございます。農業農村整備事業につきましては、県営中山

間総合整備事業、農業基盤整備促進事業、プロジェクト交付金事業の県営３事業により、

圃場整備や農道整備などの測量設計を実施していただく予定でございます。県営林道整備

事業でございますが、県営林道開設事業の三坂小林線を継続して実施される予定となって

おります。公営住宅の整備でございますが、住宅の給湯設備整備などの環境改善を目的と

したストック改善事業につきましては、矢上地区の矢上団地２棟２４戸及び高原地区の段
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の原団地３棟６戸を実施する予定としております。住宅建築につきましては、矢上地区の

日南原団地に２棟４戸の整備を計画しております。住宅の耐震化促進につきましては、昨

年度と同様に木造住宅について耐震に関する診断、補強計画、並びに改修に対して助成す

る予定でございます。次に、学校教育について申しあげます。矢上小学校の体育館跡地の

整備につきましては、交流をコンセプトとして、ランチルームを主体に、年間を通じて多

目的に利用できる施設を建設することとしております。学習環境につきましては、子ども

たちが生き生きと安心して学校生活を送ることができるように、小中学校へ低学年複式学

級支援員、学習支援員、生活支援員を配置するとともに、読書活動をさらに推進するため

に学校図書館司書を引き続いて配置するなど、過疎ソフト事業も活用して支援をしてまい

ります。次に、生涯学習について申しあげます。引き続き、生涯学習や地域づくりの拠点

としての公民館の機能充実を図り、住民主体の学びと人づくり、住民自治の地域づくりの

支援、人権・平和の町づくりに努めてまいりたいと考えており、昨年度から３つのモデル

地区で開校した「地域学校」の拡充を図ってまいりたいと思います。また、施設の修繕に

つきましては、矢上改善センタートイレ、体育器具倉庫修繕工事と中野グラウンドキュー

ビクル修繕工事を実施いたします。次に、国庫補助事業により継続して調査を実施してお

ります久喜大林銀山につきましては、平成２６年度も床屋製錬遺跡の発掘調査、久喜製錬

所周辺の地形測量、採掘跡の分布調査などを実施することといたしております。その他、

合併１０周年記念行事の一環として、ＮＨＫラジオ公開番組民謡を訪ねてを１０月１９日

に元気館で開催いたします。また、島根県出身の映画監督、錦織良成氏が塾長のしまね映

画塾につきましても本町で開催できるよう誘致を働きかけてまいります。次に、平成２６

年度当初予算案について申しあげます。まず、一般会計当初予算案は、合計１３７億２千

５００万円で、前年度当初予算と比較しますと２２億４千５００万円の増額、率にして１

９．６％の増額となっております。増額の要因でございますが、災害復旧費が１６億１千

６３５万円、いこいの村耐震補強等事業費が６億９千８４６万円、合わせて２３億１千４

８１万円となっております。これら二つの大きな事業を除いて比較しますと、前年に比べ

６千９８１万円の減額となるものでございます。続きまして、歳入の内容でございます。

地方交付税関係でございますが、普通交付税は、前年度当初予算比２．３％減の５９億７

千６００万円を見込んでおります。また、臨時財政対策債は、前年度当初予算比７．６％

減の３億６千９５５万円を見込んでおります。普通交付税と臨時財政対策債を合わせた歳

入は、前年度当初予算比２．６％減の６３億４千５５５万円を計上しております。減少す

る要因としましては、国の予算において税収の伸びが推定されるとして、前年比約 1％が

減額されたことが影響しております。特別交付税につきましては、前年度当初予算比２３．

８％増の６億９千８００万円を見込んでおります。増加の要因としましては、地域おこし

協力隊の増員、特別な財政需要として算定される費用を見込んでいることによるものでご

ざいます。その他の歳入では、災害復旧事業の関係で国庫及び県支出金を前年度当初予算

比７７．１％増の２６億１千６７８万円を見込んでおります。また、災害復旧事業に対応

する一般財源を確保するため、財政調整基金からの繰入を１億４千７８１万円、地域の元

気臨時交付金を財源として積立てております、地域経済活性化基金全額の１億３千６４３

万円を繰入れることとしております。町債でございますが、前年度当初予算比５２．８％

増の２１億６千９４５万円としております。主なものは、いこいの村耐震補強等事業が６
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億３千８８０万円、災害復旧関連が４億７００万円などとなっております。起債総額から、

災害復旧関連事業債並びに臨時財政対策債、過疎ソフト事業債等、償還に係る財源の確保

ができているものを除きますと、１０億８千３１０万円となり、起債発行の目安としてお

ります５億円を超過しますが、超過分に係る町の将来負担分については、平成２５年度一

般会計補正予算第４号までに積立てている減債基金の範囲で対応可能と見込んでおりま

す。次に、歳出でございますが、町民生活や町行政全般に配意したうえで、災害の早期復

旧と安心・安全なまちづくり、日本一の子育て村、Ａ級グルメ立町の推進、所得向上対策、

健康づくり体力づくりの推進に重点を置いて予算計上をしております。消防備品等整備費、

防災対策費の拡充、子ども医療費の無料化や小中学校への図書館司書や生活支援員、学習

支援員、低学年複式支援員の配置など、子育て村関係の各種事業の継続、新たな農業担い

手育成確保支援事業として地域おこし協力隊制度を活用したおおなんアグサポ隊事業、中

小企業者等の積極的な事業展開を支援する邑南町農林商工チャレンジ支援事業等を計上し

ております。また、その他の普通建設事業の主なものとしましては、江の川共販市場拡張

事業に約２億３千万円、矢上小学校多目的集会施設建設事業に１億９００万円、公営住宅

日南原２号団地建設事業に約７千５００万円などとなっております。なお、道路新設改良

費につきましては、災害復旧事業を優先して実施するため、前年比６２.６％減の２億２千

１００万円を計上しております。以下、特別会計は、国民健康保険事業特別会計が１４億

５千９００万円で０．８％の減、国民健康保険直営診療所事業特別会計が８千万円で８．

３％の減、後期高齢者医療事業特別会計が３億７千４００万円で１.０％の増、簡易水道事

業特別会計が６億８千１００万円で５．３％の増、下水道事業特別会計が９億７千３００

万円で２．９％の増、電気通信事業特別会計が４億５千７００万円で６．０％の増となっ

ております。一般会計、特別会計を合わせた全体では１７７億４千９００万円となり、対

前年度比１５．０％の増となっております。合併から１０年を迎え、合併特例措置であり

ます普通交付税の優遇措置が、平成２７年度から５年をかけて段階的に縮小されることに

なっており、新たに作成した中期財政計画では、平成３２年度で約３億５千万円の財源不

足が生じる見込みでございます。国においては、交付税の算定にあたっての支所費単価や、

面積基準の見直しが行われるなど一定の財源確保はできるものと思われますが、厳しい財

政運営が必要となる状況に変わりはないものと考えており、行政改革の取組みを進めてま

いります。以上、当面の町政運営に望む私の基本的な考え方と、主要な施策について申し

あげましたが、今まで以上に町民との対話を大事にし、行政課題に的確に対処するべく、

全精力を傾注してまいる所存でございます。何卒、議員各位と町民の皆様の、率直なご意

見とご指導を賜りますようお願い申しあげます。なお、本定例会に提案いたします議案は、

人事案１件、条例案１６件、補正予算案６件、当初予算案７件、その他の案件２３件、合

わせて５３件としております。諸議案の詳細につきましては、後ほど担当課長から説明を

させることといたしております。何卒、慎重にご審議の上、適切な議決を賜りますようお

願いを申しあげます。以上でございます。 

●議長（山中康樹） 以上で町長施政方針は終了いたしました。 

                       ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

日程第４ 教育方針 

●議長（山中康樹） 日程第４、教育方針。これより、教育方針を行っていただきます。 



 - 15 - 

●土居教育長（土居達也）  議長、番外。 

●議長（山中康樹） 土居教育長。 

●土居教育長（土居達也） 平成２６年３月邑南町定例議会の開催にあたり、平成２６年度邑

南町教育行政の方針と主な施策について申しあげ、皆様方のご理解、ご協力を賜りたいと

思います。邑南町では、全庁をあげて日本一の子育て村をめざした施策を進めています。

教育委員会におきましても、少子化が進む中、これからの邑南町を担う人材を地域をあげ

て育てることを中心的な責務とし、世界へも羽ばたける力の育成をめざした今後の在り方

を平成２４年度に示し、平成２５年度をそのスタートの年と位置付け取り組みを進めてき

ました。子どもたちがこの町で暮らすことを自ら選び、支え、そして新しい町を創り出し

ていくためには、子どもたちへの様々な働きかけや取り組み、そしてそれにふさわしい力

を育てることが求められます。そのための柱となる二つの施策を今年度からスタートしま

した。その一つであります地域学校は、子どもたちが自然体験、社会体験、栽培活動や地

域活動への参画など地域の特性を生かした種々の活動や体験をとおし、地域の様々な人の

思いや願いを知ることを大切にした取り組みです。この取り組みによって子どもたちが地

域の魅力に気づくだけでなく、それに関わる私たち大人に地域あげて子どもたちを育てる

という意識が醸成されると考えています。今年度は、３地域の皆様方にその取り組みを始

めていただきました。平成２６年度も皆様方のご理解をいただきながら実施地域を広げて

いくよう努めていきます。二つ目の施策であります夢響き合い塾は、ふるさとの、もの、

こと、そして、地域にある課題から子どもたちが学んだこと、あるいはその活用方法や解

決策などを地域に発信し合う場として位置付けた取り組みです。これらの活動をとおして、

子どもたちが町の未来と自分の将来をつないで考える契機になることを期待しています。

また、これらの活動をとおし調べたり、考えたことを出し合ったり、分かりやすく表現し

たりするなどこれからの社会を生きていくために必要な力を育成することも同時に目的と

しています。今年度は、おおなんドリーム学びの集いにおいて、小学校４校、すべての中

学校、矢上高校、石見養護学校と小中高一貫した取り組みで実施することができました。

また、この集いには子どもたちの先輩や大人からの発表をお願いしました。来年度は大人

と子どもたちとが共通の課題について学び合い、その成果を発表するなど、取り組みの趣

旨に沿った広がりのある集いとなるよう努めます。地域学校、夢響き合い塾の二つの活動

は子どもたちにとって、なりたい自分をふるさととのつながりをとおして見つけ出し、学

ぶ目的や学ぶ意欲につながっていく取り組みだと考えます。そして、私たち大人にとって

は、子どもたちと共にこれからの地域づくりについて考え、活動する取り組みでもありま

す。これらの二つの施策を中心としながら、日本一の子育てをめざす町にふさわしい教育

行政を学校教育、社会教育とが連携をとりすすめていきます。まず、学校教育行政につい

て述べます。学校教育行政においては、なりたい自分を、なれる自分にしていくための支

援の充実に努めます。これからは、仲間と協働し、身に付けた知識をもとに、新しい考え

方を見出し、直面する問題を解決するために活用できるような学力がますます必要となっ

てきます。こうした学力を育んでいくためには、教室の中にどんなことでも語れ、聴き合

え、支え合える子どもたち同士の人間関係づくりを進めていくことが必要です。このよう

な人間関係をつくり出せる力は、授業だけでなく学級や学校で起こる様々な問題にも立ち

向かい解決できる力にもつながっていきます。これまで町内の全ての学校で進めてきてい
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ます学び合いの授業づくりは、基礎的な学力の保障とともに質の高い学びの力と人と関わ

る力の育成を同時に目ざす教育実践です。今年度邑南町で作成しました学び合い授業の手

引書の活用も図りながら一層の取り組みを推進していきます。こうした取り組みは、小学

校と中学校とのつながりを大切にすることによって一層その効果や定着が図られます。読

解力や数学的な考え方の育成など小中一貫した指導ができるよう教員研修をとおして進め

ていきます。また、英語の学習につきましても、小中高の連携が、益々大切となってきて

います。校種間の連携を重視した研修の充実に努めます。同様に、学校図書館活用教育に

ついても小中の一貫的な指導が効果を高めます。平成２１年度からスタートしました県の

学校図書館司書配置事業を活用し、邑南町では県の基準を超え、学校規模によらず 1日５

時間勤務による配置を実施してきました。その間子どもたちの読書量や質が高まるなど成

果を上げることができました。また、本に親しむ活動だけでなく、後半の２年間において

は他市町村に先駆け調べる学習作品展の開催など、調べ学習にも力点を置いた取り組みを

進めてきました。このたび、県事業が５年間延長されるとの方針を受け、邑南町において

も支援の充実を図り、図書館活用教育など子ども読書活動の一層の推進に取り組みます。

また、子どもたちの基礎学力の定着や補完を図るために、地域ボランティアによる花まる

算数教室、矢上高校と連携した中学生への定期的な英語学習指導、夏季英語セミナーなど

も継続し、実施していきます。こうした、子どもたちへの様々な取り組みも子どもたち自

身が主体となって学ぶことでその効果が上がることは言うまでもありません。なりたい自

分を見つけるための夢響き合い塾等につないで中学生を対象としたキャリア教育を継続し

て進めます。特に農林業への関心を高める取り組みについては関係機関等と連携しその進

め方を検討をしていきます。さて、子どもは地域の宝です。特別な支援の必要な子どもた

ち、様々な理由から学校へ通いにくくなっている子どもたちも含め、邑南町のすべての子

どもたちが将来への明るい展望を持ち、困難なことにも立ち向かい、力を伸ばしていける

ような教育環境の整備や支援体制の充実を図っていきます。特に、社会問題にもなってい

ますいじめは、安心して学べる環境を根底からくずすことであり、人権侵害であるとの認

識に立ち人権教育の充実など未然防止のための取り組みや早期発見・早期解決できる学校

づくりの支援を一層進めていきます。また、いじめの実態を一番知っているのは子どもた

ち自身であることから、子どもたちが主体的にこの問題に関わることが重要だと考え、町

内の児童生徒がいじめやその防止について考える子どもたちの会議を開催します。次に、

社会教育行政について述べます。住民の皆様方の地域での様々な学びや活動は、私たちの

暮らしや地域を豊かでよりよいものにし、人と人とのつながりを深めていくことをめざす

ものです。また、これらの活動に関わる大人の前向きな姿勢が子どもたちの、やがてふる

さとの志にもつながっていくものとの考えに立ち、様々な支援を行っていきます。その拠

点となる公民館活動は、活動推進協議会の皆様方が中心となり計画が策定されます。この

原則によりながらも、公民館同士の交流事業、Ａ級グルメ男の腕まくり講座、子育てカル

タ活用による家庭教育学級講座などをモデル的な取り組みとして進めていきます。また、

学習提供事業として進めています町民大学に加え、２６年度は、矢上高校、石見養護学校

の教職員による高校開放講座を両校も会場にしながら実施していきます。次に、文化財行

政について述べます。これまでの文化財保護行政に加え、引き続き久喜大林銀山遺跡調査

を今年度設置しました調査指導委員会の指導に基づき実施していきます。また、ハンザケ
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自然館において、屋内展示水槽では日本ではじめて成功したオオサンショウウオの人工繁

殖による産卵、ふ化の取り組みもその技術の確立のために２６年度も継続実施していきま

す。次に、学校と社会教育とが連携して取り組むことについて述べます。その一つは、人

権同和教育の推進です。人権の尊重は、町づくり、学校づくりの基本です。人権の町宣言、

非核平和の町宣言、邑南町同和問題啓発教育基本構想、そして、新たに策定されます邑南

町人権施策推進基本方針に基づき、学校や地域が連携しながら取り組みを進めていきます。

昨年９月末に法制化されました、いじめ防止対策推進法で地方公共団体に求められていま

す、いじめ防止対策基本方針を関係各課と共に策定に努めます。本町において、法律の制

定に先駆けて策定しています各校毎のいじめ防止基本方針は再度見直し、より実効性のあ

るものになるよう学校の取り組みを支援していきます。二つ目は、ふるさと学習の推進で

す。基本的な方針の中でも述べましたように、将来の私たちの隣人となる子どもたちを地

域あげて育てるという教育風土の醸成をめざす地域学校の開設を一層進めていきます。ま

た、大人と子どもたちとが地域の同じテーマについて学び、情報交換したり、共に活動し

たりするふるさと学習を支援していきます。さらに町内の公民館同士の交流や月毎のウォ

ーキングやツーデイズウォークなどに地域のお宝紹介を取り入れなど、ふるさとまるごと

博物館の実現に努めます。三つ目は、読書活動の推進です。子どもの読書活動は、多くの

読書ボランティアの皆様方の様々な活動により幼いときから本に親しむ習慣が定着してき

ています。これらの活動を支援するための研修会や情報交換の場づくりを進めていきます。

また、私たち大人の読書への関心を高めるために、ケーブルテレビを活用した図書紹介の

取り組みを今年度からスタートしました。２６年度においては、講演会のテーマと関連す

る図書紹介、公民館と図書館との連携講座づくり、公民館の図書コーナーの充実などの取

り組みをすすめていきます。最後になりましたが、今年度多くの皆様方から応募していた

だきました、おおなん子育てカルタは、次年度絵札をつくり完成させます。そして、その

活用も図りながら日本一の子育て村をめざした取り組みを皆様方とともにすすめていきま

す。以上、平成２６年度の教育行政について、その概要を述べました。今後とも議員の皆

様方をはじめ町民の皆様方の御理解御支援をいただきますようお願いいたします。 

●議長（山中康樹） 以上で教育方針は終了いたしました。一般行政報告前でございますが、

ただいまより休憩といたします。再開は午前１０時４５分といたします。 

―― 午前１０時３２分 休憩 ―― 

―― 午前１０時４５分 再開 ―― 

～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

日程第５ 行政報告 

●議長（山中康樹） 再開をいたします。これより町長に、行政報告を行っていただきます。 

●石橋町長（石橋良治） 議長、番外。 

●議長（山中康樹） 石橋町長。 

●石橋町長（石橋良治） 第２回邑南町議会定例会の開会にあたり、１２月議会定例会以降の

行政執行の主なものについて、御報告いたします。始めに、危機管理課関係について申し

あげます。先般、２月１８日に邑南町防災会議を開催し、地域防災計画の変更協議や、昨

年発生した８月２４日、９月４日の豪雨災害対応等について意見交換をしました。地域防

災計画の変更につきましては、昨年改正された災害対策基本法や、８月２４日の豪雨災害
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後の町民アンケートや、前回改正した計画に対する島根県知事からの助言を参考に策定し

ました。今回、承認いただいた計画は、災害対策基本法に基づき、島根県知事に報告し、

助言又は勧告をいただくこととなります。次に、エネルギー施策について申しあげます。

災害など、停電時における避難所での電源確保を目的として、健康センター元気館に、太

陽光発電装置と蓄電池システムを整備しており、３月初旬には完成する見込みでございま

す。次に、矢上高等学校の振興について申しあげます。矢上高等学校の平成２６年度入学

志願者数は、定員１２０人に対し７０人、実質競争率は０.５８倍となりました。今年度は、

例年に比べ町内外の卒業予定中学生数が少ないことが影響し、これまでで一番少ない入学

志願者数となりました。来年度は、これまで以上に矢上高校との連携を図るとともに、さ

らなる学校の魅力づくりと県外への情報発信の拡充を行い、生徒確保に全力で取り組んで

まいります。また、矢上高校の平成２６年度国公立大学への進学につきましては、一般入

学は発表待ちの状況でございますが、現在のところ推薦入学は１１名の合格が決定してお

ります。就職者の状況につきましては、県内就職者が９名で、うち町内就職者４名、そし

て県外就職者は７名で、計１６名の就職が決定をしております。このように、矢上高校は

今年度も進学及び就職率において、誇れる結果を残しております。今後、さらに向上する

よう、町としても引き続き支援をしてまいります。次に、邑南町研修事業について申しあ

げます。平成５年に開始した邑南町の研修制度は、平成２５年度までの２１年間に、香木

の森研修生１０２名、農業研修生３０名、短期研修生６１名の計１９３名を受入れ、平成

２５年４月現在３４名の定住がありました。しかし、その後全国各地の自治体が、こうし

た滞在型研修制度に取り組み始め、さらに総務省において「地域おこし協力隊」という制

度が創設されたこともあって、平成１２年頃より応募者の減少が始まり、平成１９年度以

降は激減し、平成２３年度以降は定員割れの状態が続いております。そうした中、関係者

で今後の研修制度を検討した結果、平成２６年度からは香木の森研修生は募集せず、農業

研修生も、地域おこし協力隊事業を活用し、おーなんアグサポ隊と名付けた研修制度に変

更することとしました。これまで、この研修制度の創設、実施にあたり御尽力いただいた

渡辺生紀様、寺本恵子様、受け入れ農家の方々に感謝申しあげるとともに、長い間、香木

の森研修生をご支援いただいた町民の皆様にお礼を申しあげます。次に、ちよだフードバ

レーネットワーク設立について申しあげます。邑南町が開設しています市町村サテライト

オフィス東京内にあるＮＰＯ法人農商工連携サポートセンターの呼びかけに応じて、千代

田区を拠点に地域の食の魅力を発信することを目的とした、ちよだフードバレーネットワ

ークが設立されました。今後は、都内に５月開設予定の産直市場やレストランで、本町の

農産物や特産品を販売し、自治体同士や生産者と消費者の情報交換の場として６次産業化

による 高付加価値の創出、安全安心な農水産物の供給を目指していきたいと考えており

ます。次に、農林業振興について申しあげます。まず、邑智ピッグファームに対する損害

賠償請求につきましては、昨年１月２８日に邑南町との間では和解の合意をいたしました。

それ以降、裁判上では島根県と邑智ピッグファームとの間で訴訟が継続されているという

形になっておりますが、邑南町も覚書に調印した当事者として成り行きに注視をしてまい

りました。これまでに、９回の口頭弁論が開催されておりますが、状況に目立った進展は

なく、代理人をお願いしております弁護士によりますと、判決を受けるまでにはさらなる

日数が必要であるとの説明を受けております。次に、地域農業の将来を考える人農地プラ
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ンの策定についてでございます。これまでに９件のプランの策定が終了したほか、現在作

成中のものが数件あり、年度末に向けた完成を目指しておられます。また、これらの個別

プランの策定が難しいところについては、既に策定が終了したプランのエリアを拡大して

取り込むなどして、年度末までに全町を網羅することを目指した、策定作業を行っている

ところでございます。次に、江の川共販市場拡張事業について申しあげます。平成２５年

度事業として測量設計、土地購入、立木処分を実施し、平成２６年度事業として造成、施

設整備を計画しており、概ね計画どおり事業が進捗しております。次に、子ども子育て支

援制度について申しあげます。子ども子育て支援法に基づく事業計画策定に向け、子育て

の状況や潜在的なニーズを把握するため、０歳児から小学６年生の子どものいる７０１世

帯の保護者の方に、調査票を１２月にお送りして調査を実施しました。なお、調査結果に

つきましては、平成２６年度に策定予定の邑南町子ども・子育て支援事業計画に反映させ

ることとしております。次に、福祉医療費助成制度の見直しについて申しあげます。福祉

医療費助成制度につきましては、今年度島根県において見直しの方向で検討が進められて

おりましたが、県下市町村との協議のもとに、負担上限額の引下げと 精神障害者への適

用拡大を、今年１０月から実施することで合意となりました。また、協議において県下市

町村で統一されることで適切とのことから、本町独自で９年間にわたり講じて参りました

激変緩和措置は終えることとしたいのでご理解いただきたいと存じます。なお、福祉医療

費助成制度の見直しに伴う条例改正案につきまして、後程提案をいたします。次に、建設

関係の事業について申しあげます。まず、災害復旧についてでございますが、初めに災害

査定の結果を申しあげますと、農地農業用施設災害につきましては、３７１箇所、査定決

定額７億７０６万３千円、公共土木施設災害につきましては、１８７箇所、１５億４千８

８９万４千円、林道災害につきましては５１箇所、２億３千２９８万１千円でございまし

た。今年度の国庫補助金の割当てでございますが、農地農業用施設災害と公共土木施設災

害が概ね５割、林道災害につきましては概ね９割の要望をしております。また、島根県が

実施する邑南町分の災害につきましては、河川、道路、砂防合わせまして１１１箇所、１

３億３千７５３万８千円でございます。次に、県道改良事業でございますが、浜田作木線

におきましては雪田トンネル工事を発注され、間もなく掘削工事にかかる予定と聞いてお

ります。鳴滝工区は平成２６年度に完成見込であり、吉原工区については詳細設計に着手

されております。甲田作木線の日南川工区と田所国府線の市木工区におきましては、測量

設計や用地補償等も進んでおり、工事についても年度内に完成する予定です。特定中山間

保全整備事業につきましては、平成１９年度から農地整備事業等に着手し、本年２月に完

成する日和桜江間の農林業道路をもって、全ての事業が完了し、３月８日に日和桜井自治

会館前において開通式、桜江町において完工式典を開催する予定でございます。その他、

邑南町発注の公共工事につきましては、別紙一覧表で発注状況を報告させていただきます

ので、そちらをご覧ください。次に、おおなんケーブルテレビの運営方針について申しあ

げます。このことについて、昨年の３月１９日に邑南町情報通信施設管理運営委員会に対

し、運営体制に関する諮問を行いました。その後、管理運営委員会では視察や会議を重ね

意見をまとめられ、昨年１１月７日に答申書を提出されました。町としては、この方針に

沿って来年度より、おおなんケーブルテレビの実務の一部を業務委託することにいたしま

した。現在は、委託先となる一般社団法人の登記申請の手続きを行っております。次に、
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学校教育関係について申しあげます。各小中学校で進めている図書館を活用した調べ学習

の一環として、今年度で第２回目となる調べる学習作品展の、後期の作品展には小学生、

中学生合わせて２２０点あまりの作品が応募され、２月２日から１０日までの間、健康セ

ンター元気館で展示を行い、多くの町民の方にご覧をいただきました。今後の調べ学習の

一層の充実と読書普及活動の推進を支援していきたいと考えております。次に、生涯学習

課関係について申しあげます。まず、日貫公民館が文部科学大臣表彰を、３月４日、文部

科学省において受賞することが決定しました。これは、旧山﨑家住宅や六調子神楽などの、

地域資源を活かした交流事業の取組みが高く評価されたもので、災害復旧にむけて地域の

励みとなりました。次に、おおなんドリーム学びのつどいを２月２日に開催しました。こ

れまでは、公民館や地域活動の成果発表の場でありましたが、今回は町内の小中学校、矢

上高校、石見養護学校、地域の方など１２団体が元気館に集い、邑南町の良さや暮らしの

課題について学び感じたことを、自分たちの夢や願いを込めて発表し合いました。また、

３月１６日には、町内の子育て支援に関わる団体グループ等と連携して親子の絆を深める

ため、わくわくフェスタ２０１４を矢上交流センターで開催することといたしております。

以上、３月議会定例会にあたりましての行政報告とさせていただきます。 

●議長（山中康樹） 以上で町長の行政報告は終了いたしました。 

～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

日程第６ 報告事項 

●議長（山中康樹）  日程第６、報告事項。報告第１号、例月現金出納検査結果報告について。

報告第２号、平成２５年度定期監査報告について。報告第３号、専決処分の報告について。

以上、３件については、それぞれ報告がありました。お手元にその写しを配布しておりま

すので、ご承認ください。 

～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

日程第７ 議案の上程、説明、質疑、討論、採決 

●議長（山中康樹）  日程第７、先議といたしまして、議案の上程、説明、質疑、討論に入り

ます。議案第７号、人権擁護委員候補者の推薦についてを議題といたします。提出者から

の提案理由の説明を求めます。 

●石橋町長（石橋良治） 議長、番外。 

●議長（山中康樹） 石橋町長。 

●石橋町長（石橋良治） 議案第７号の提案理由をご説明申しあげます。人権擁護委員候補者

の推薦につき意見を求めることについてでございますが、最近の人権擁護行政をとりまく

情勢は、幼児、児童に対する虐待やいじめ、体罰など子どもに関する問題、高齢者や障害

者に関する問題、あるいは夫婦間、親子間の問題など、多岐にわたり複雑化しております。

こうした地域社会の中にあって、人権擁護委員は、これらの諸問題に理解をもって取り組

み、気軽に相談に応じ、その解決に熱意を有する候補者を、市町村長が議会の意見を聞い

て、法務大臣に対し推薦するものでございます。議案第７号において推薦につき意見を求

めようとする 島田隆文氏 につきましては、平成２３年７月１日から、人権擁護委員と

して活躍いただいております。このたび、任期満了を迎えるにあたり、引き続き、その手

腕を発揮していただきたく、お願いしたいと思います。よろしくお願いします。 

●議長（山中康樹） 以上で、提出者の説明は終了いたしました。ここで、お諮りをいたしま
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す。議案第７号につきましては、人事案件ですので、質疑、討論を省略して、直ちに採決

したいと思いますが、これにご異議はありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

●議長（山中康樹） 異議なしと認めます。したがって、議案第７号につきまては、質疑、討

論を省略して、直ちに採決することに決定をいたしました。これより、議案第７号を採決

いたします。議案第７号について、適任と認めることに賛成の方の挙手を求めます。（全

員挙手、清水議員は遅参のためこの時点では不在） 

●議長（山中康樹） 全員賛成、したがって、議案第７号、人権擁護委員候補者の推薦につき

ましては、原案を適任とすることに決定をいたしました。  

～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

日程第８ 議案の上程、説明 

●議長（山中康樹）  日程第８、議案の上程、説明に入ります。まず、議案第８号指定管理の

指定について、指定管理者の指定について、議案第９号指定管理者の指定についての２件

を議題といたします。ここで、宮田議員、日野原議員、辰田副議長の除斥についての採決

いたします。お諮りをいたします。議案第８号及び議案第９号につきましては、宮田議員、

日野原議員、辰田副議長に直接の利害関係のある事件であると認められますので、地方自

治法第１１７条の規定によって、宮田議員、日野原議員、辰田副議長を除斥したいと思い

ますが、これにご異議はありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

●議長（山中康樹）  異議なしと認めます。よって、宮田議員、日野原議員、辰田副議長を除

斥することに決定をいたしました。３名の議員の方の退場を求めます。 

（３名の議員退場） 

●議長（山中康樹） それでは、議案第８号及び議案第９号について、提出者からの提案理由

の説明を求めます。 

●石橋町長（石橋良治） 議長、番外。 

●議長（山中康樹）石橋町長 

●石橋町長（石橋良治） 議案第８号及び議案第９号の提案理由をご説明申しあげます。 

これは、指定管理者の指定について議会の議決を求めるものでございます。まず、議案第

８号につきましては、くるみ学園の指定管理者を社会福祉法人邑智福祉振興会に指定しよ

うとするものでございます。次に、議案第９号につきましては、くるみ邑美園の指定管理

者を社会福祉法人邑智福祉振興会に指定しようとするものでございます。詳細につきまし

ては、福祉課長から説明をさせますので、よろしくお願いします。 

●飛弾福祉課長（飛弾智徳） 議長、番外。 

●議長（山中康樹） 飛弾福祉課長。 

●飛弾福祉課長（飛弾智徳） 議案第８号及び議案第９号の指定管理者の指定についてご説

明をいたします。議案第８号ではくるみ学園の、議案第９号ではくるみ邑美園の、それぞ

れ中野地区にある公の施設の指定期間が平成２６年３月３１日をもって満了することか

ら、これまで社会福祉法人邑智福祉振興会に指定管理しておりましたが、合併以前から指

定しており利用者との継続的な信頼関係が築かれ施設の運営管理も良好であることから非

公募とし、引き続き平成２６年４月１日から平成３６年３月３１日までの１０年間を指定
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の期間とし、社会福祉法人邑智福祉振興会に指定管理者を指定するため、議決を求めるも

のでございます。 

●議長（山中康樹） 以上で議案第８号及び議案第９号の提案理由の説明が終わりました。

ここで、退場されております宮田議員、日野原議員、辰田副議長の入場を求めます。 

（３名の議員入場） 

●議長（山中康樹） 続きまして、議案第１０号指定管理者の指定について、議案第１１号

指定管理者の指定について、議案第１２号指定管理者の指定について、議案第１３号、指

定管理者の指定について、議案第１４号指定管理者の指定について、議案第１５号指定管

理者の指定について、議案第１６号指定管理者の指定について、以上７件を一括して議題

といたします。提出者からの提案理由の説明を求めます。 

●石橋町長（石橋良治） 議長、番外。 

●議長（山中康樹）石橋町長 

●石橋町長（石橋良治） 議案第１０号から議案第１６号までの提案理由をご説明申しあげ

ます。これも、指定管理者の指定について議会の議決を求めるものでございます。まず、

議案第１０号につきましては、石見デイサービスセンター及び瑞穂東デイサービスセンタ

ーの指定管理者を社会福祉法人邑南町社会福祉協議会に指定しようとするものでございま

す。次に、議案第１１号につきましては、邑南町高齢者ふれあいプラザの指定管理者を社

会福祉法人邑南町社会福祉協議会に指定しようとするものでございます。次に、議案第１

２号につきましては、邑南町高齢者生活福祉センターの指定管理者を社会福祉法人邑南町

社会福祉協議会に指定しようとするものでございます。次に、議案第１３号につきまして

は、知恵工房及びねんりん工房の指定管理者を社会福祉法人 邑南町社会福祉協議会に指

定しようとするものでございます。次に、議案第１４号につきましては、邑南町高齢者生

きがい活動センターの指定管理者を社会福祉法人邑南町社会福祉協議会に指定しようとす

るものでございます。次に、議案第１５号につきましては、邑南町福祉用具リサイクルセ

ンターの指定管理者を社会福祉法人邑南町社会福祉協議会に指定しようとするものでござ

います。次に、議案第１６号につきましては、いわみ西保育所、東保育所及び日貫保育所

の指定管理者を社会福祉法人石見さくら会に指定しようとするものでございます。詳細に

つきましては、福祉課長から説明をさせますのでよろしくお願いします。 

●飛弾福祉課長（飛弾智徳） 議長、番外。 

●議長（山中康樹） 飛弾福祉課長。 

●飛弾福祉課長（飛弾智徳） 議案第１０号から議案第１６号までの指定管理者の指定につ

いてご説明をいたします。議案第１０号では石見デイサービスセンターと瑞穂東デイサー

ビスセンター、議案第１１号では邑南町高齢者ふれあいプラザ、議案第１２号では邑南町

高齢者生活福祉センター、議案第１３号では知恵工房とねんりん工房、議案第１４号では

邑南町高齢者生きがい活動センター、そして議案第１５号では邑南町福祉用具リサイクル

センター、これらの石見、瑞穂、羽須美地域にあります公の８施設の指定期間が平成２６

年３月３１日をもって満了することから、これまで社会福祉法人邑南町社会福祉協議会に

指定管理しておりましたが、管理運営も良好であることから非公募とし、引き続き平成２

６年４月１日から平成３６年３月３１日までの１０年間を指定の期間とし、社会福祉法人

邑南町社会福祉協議会に指定管理者を指定するため議決を求めるものでございます。また、
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議案第１６号ではいわみ西保育所、東保育所、日貫保育所についても同様に指定期間が平

成２６年３月３１日をもって満了することから、これまで社会福祉法人石見さくら会に指

定管理しておりましたが、管理運営も良好であることから非公募とし、引き続き平成２６

年４月１日から平成３６年３月３１日までの１０年間を指定の期間とし、社会福祉法人石

見さくら会に指定管理者を指定するため、議決を求めるものでございます。 

●議長（山中康樹）  続きまして、議案第１７号指定管理者の指定について、議案第１８号指

定管理者の指定についての２件を議題といたします。ここで、三上議員の除斥について採

決をいたします。お諮りをいたします。議案第１７号及び議案第１８号につきましては、

三上議員には直接の利害関係のある事件であると認められますので、地方自治法第１１７

条の規定によって、三上議員を除斥したいと思いますが、これにご異議はありませんか。

異議なしと認めます。よって、三上議員を除斥することに決定をいたしました。三上議員

の退場を求めます。また、この議案第１７号及び議案第１８号につきましては、私に直接

の利害関係のある事件であると認められますので、地方自治法第１１７条の規定により退

場いたします。議長の私が退場いたしますので、その間の議長につきましては、辰田副議

長にお願いをいたします。よろしくお願いをいたします。 

（三上議員、山中議長退場） 

                （辰田副議長、議長席へ） 

●辰田副議長（辰田直久）  議長が除斥により退場いたしましたので、地方自治法第１０６条

第１項の規定により副議長の私が、その職務を行わせていただきます。それでは、議案第

１７号及び議案第１８号について、提出者からの提案理由の説明を求めます。 

●石橋町長（石橋良治） 議長、番外。 

●辰田副議長（辰田直久） 石橋町長。 

●石橋町長（石橋良治） 議案第１７号及び議案第１８号の提案理由をご説明申しあげます。

これも、指定管理者の指定について議会の議決を求めるものでございます。まず、議案第

１７号につきましては、はあもにぃはうす、ハートフルみずほ及びぐるーぷリビングの指

定管理者を社会福祉法人おおなん福祉会に指定しようとするものでございます。次に、議

案第１８号につきましては、瑞穂西デイサービスセンターの指定管理者を社会福祉法人お

おなん福祉会に指定しようとするものでございます。詳細につきましては、福祉課長から

説明をさせますので、よろしくお願いします。  

●飛弾福祉課長（飛弾智徳） 議長、番外。 

●辰田副議長（辰田直久） 飛弾福祉課長。 

●飛弾福祉課長（飛弾智徳） 議案第１７号及び議案第１８号の指定管理者の指定について

ご説明申しあげます。議案第１７号では下田所地区にあるはあもにぃはうす、ハートフル

みずほ、ぐるーぷリビング、議案第１８号では上亀谷地区にある瑞穂西デイサービスセン

ターの、それぞれの公の施設の指定期間が平成２６年３月３１日をもって満了することか

ら、これまで社会福祉法人おおなん福祉会に指定管理しておりましたが、利用者との継続

的な信頼関係が築かれ施設の運営管理も良好であることから非公募とし、引き続き平成２

６年４月１日から平成３６年３月３１日までの１０年間を指定の期間とし、社会福祉法人

おおなん福祉会に指定管理者を指定するため、議決を求めるものでございます。 

●辰田副議長（辰田直久） 以上で議案第１７号及び議案第１８号の提案理由の説明が終わ
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りました。ここで、退場されております三上議員、山中議長の入場を求めます。 

（三上議員、山中議長入場） 

●辰田副議長（辰田直久） 私はこれで議長の職務を終えさせていただきます。ありがとうご

ざいました。 

（辰田副議長は議長席を退席、山中議長着席） 

●議長（山中康樹） 続きまして、議案第１９号指定管理者の指定について、議案第２０号

指定管理者の指定について、議案第２１号指定管理者の指定について、以上３件を一括し

て議題といたします。提出者からの提案理由の説明を求めます。 

（石橋議員退場） 

●石橋町長（石橋良治） 議長、番外。 

●議長（山中康樹） 石橋町長。 

●石橋町長（石橋良治） 議案第１９号から議案第２１号までの提案理由をご説明申しあげ

ます。これも、指定管理者の指定について議会の議決を求めるものでございます。まず、

議案第１９号につきましては、邑南町青少年旅行村の指定管理者を瑞穂リゾート株式会社

に指定しようとするものでございます。次に、議案第２０号につきましては、久喜林間学

舎の指定管理者を一般社団法人コミュニティパートナーズに指定しようとするものでござ

います。次に、議案第２１号につきましては、ほたるの館の指定管理者を邑南町商工会に

指定しようとするものでございます。詳細につきましては、商工観光課長から説明をさせ

ますので、よろしくお願いします。 

●商工観光課長（日高始） 議長、番外。 

●議長（山中康樹） 日高商工観光課長。 

●商工観光課長（日高始） 議案第１９号から議案第２１号についてご説明申しあげます。議

案第１９号邑南町青少年旅行村の指定管理につきましては、１月１０日から１月３０日ま

で公募をした結果、瑞穂リゾート株式会社１団体のみ応募があり、事業計画では、開業以

来スキー場やキャンプ施設の管理で培ったノウハウを活かした施設管理が期待できるほ

か、グランドやキャンプ施設を活用したイベントの開催及び合宿等の誘致など、顧客の開

拓が積極的に展開される計画であり、施設の有効活用と青少年の健全育成や町民の健康増

進がともに推進されることが期待できることから、先般、庁議にはかり、指定管理者とし

て、指定期間を５年間として、瑞穂リゾート株式会社を指定し、議案として上程するもの

でございます。次に議案第２０号久喜林間学舎の指定管理につきましては、１月１０日か

ら１月３０日まで公募をした結果、一般社団法人コミュニティパートナーズ１団体のみ応

募があり、事業計画では、久喜大林銀山等の産業遺跡や瑞穂ハンザケ自然館等の地域資源

をボランティアガイド等の地域人材を活用して体験メニュー化し発信するほか、海外交流

や都市農村交流等についてもこの間の実績を踏まえ積極的に展開するよう計画され、施設

の有効活用が期待できることから、先般、庁議にはかり、指定管理者として、指定期間を

５年間として、一般社団法人コミュニティパートナーズを指定し、議案として上程するも

のでございます。次に議案第２１号邑南町ほたるの館の指定管理につきましては、先般庁

議にはかり、指名による指定管理者として、邑南町商工会を指定し、議案として上程する

ものでございます。当該施設は、平成９年６月に開館以来、旧羽須美村が直営で運営をし

ておりましたが、平成１４年１１月から、羽須美村商工会へ管理委託をし、また、町村合
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併後の平成１７年４月から邑南町商工会に指定管理者制度による指定管理を行い、今日に

至っております。本年３月３１日で５年間の指定管理の期間が終了しますが、これまでも

良好な運営の状況であると判断し、指定期間を５年として、継続して指定するものであり

ます。 

（石橋議員入場） 

●議長（山中康樹） えー、議案の途中でございますが暫時休憩といたします。 

―― 午前１１時２２分 休憩 ―― 

―― 午前１１時２４分 再開 ―― 

●議長（山中康樹） 再開をいたします。続きまして、議案第２２号、指定管理者の指定につ

いてを議題といたします。ここで、中村議員の除斥について採決をいたします。お諮りを

いたします。議案第２２号につきましては、中村議員に直接の利害関係のある事件である

と認められますので、地方自治法第１１７条の規定によって、中村議員を除斥したいと思

いますが、これにご異議はありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

●議長（山中康樹） 異議なしと認めます。よって、中村議員を除斥することに決定をいたし

ました。中村議員の退場を求めます。 

（中村議員退場） 

●議長（山中康樹） それでは、議案第２２号について、提出者からの提案理由の説明を求め

ます。 

●石橋町長（石橋良治） 議長、番外。 

●議長（山中康樹）石橋町長 

●石橋町長（石橋良治） 議案第２２号の提案理由をご説明申しあげます。これも、指定管

理者の指定について議会の議決を求めるものでございます。はすみ交流センター及びはす

み温水プールの指定管理者を有限責任事業組合てごぉする会に指定しようとするものでご

ざいます。詳細につきましては、商工観光課長から説明させますので、よろしくお願いし

ます。 

●日高商工観光課長（日高始） 議長、番外。 

●議長（山中康樹） 日高商工観光課長。 

●日高商工観光課長（日高始） 議案第２２号についてご説明申しあげます。はすみ交流セン

ターとはすみ温水プールの指定管理につきましては、先般庁議にはかり、指名による指定

管理者として、有限責任事業組合てごぉする会を指定し、議案として上程するものでござ

います。はすみ交流センターとはすみ温水プールの指定管理業務につきましては、温水プ

ールを利用して行う水泳教室やプールの監視、管理業務のみをはすみスイミングスクール

が運営し、交流センターの運営や指定管理者の経理、事務を含む業務の大半を実質てごぉ

する会が行っておりました。今回、指定期間の満了に際して、経営実態を精査し現指定管

理者であるはすみスイミングスクールとの協議により、実質経営の主体であり、より経営

責任が明確な有限責任事業組合であるてごぉする会と契約することが望ましいと判断し、

指定期間を５年として、指定するものでございます。 

●議長（山中康樹） 以上で議案第２２号の提案理由の説明が終わりました。ここで、退場

されております中村議員の入場を求めます。 
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（中村議員入場） 

●議長（山中康樹） 続きまして、議案第２３号、指定管理者の指定についてを議題といたし

ます。ここで、三上議員の除斥について採決をいたします。お諮りをいたします。議案第

２３号につきましては、三上議員に直接の利害関係のある事件であると認められますの

で、地方自治法第１１７条の規定によって、三上議員を除斥したいと思いますが、これに

ご異議はありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

●議長（山中康樹） 異議なしと認めます。よって、三上議員を除斥することに決定をいたし

ました。三上議員の退場を求めます。 

（三上議員退場） 

●議長（山中康樹） それでは、議案第２３号について、提出者からの提案理由の説明を求め

ます。 

●石橋町長（石橋良治） 議長、番外。 

●議長（山中康樹） 石橋町長 

●石橋町長（石橋良治） 議案第２３号の提案理由をご説明申しあげます。これも、指定管

理者の指定について議会の議決を求めるものでございます。邑南町農作業準備休憩施設の

指定管理者を上田平佐棚田保存会に指定しようとするものでございます。詳細につきまし

ては、農林振興課長から説明をさせますので、よろしくお願いします。 

●植田農林振興課長（植田弘和） 議長、番外。 

●議長（山中康樹） 植田農林振興課長。 

●植田農林振興課長（植田弘和） 議案第２３号の指定管理者の指定についてご説明申しあ

げます。このたびの指定管理につきましては、先般庁議にはかり指名により指定管理者の

候補として上田平佐棚田保存会を選定いたしました。この施設は邑南町上田にございます。

平成２１年４月１日から同保存会に指定管理をしておりまして、本年３月３１日をもって

期間が満了となります。この間、施設の管理運営状況は良好であったことから引き続き平

成２６年４月１日から平成３１年３月３１日までの５年間を指定の期間として上田平佐棚

田保存会に指定管理者を指定するための議決を求めるものでございます。 

●議長（山中康樹） 以上で議案第２３号の提案理由の説明が終わりました。ここで、退場

されております三上議員の入場を求めます。 

（三上議員入場） 

●議長（山中康樹） 続きまして、議案第２４号指定管理者の指定について、議案第２５号

指定管理者の指定について、議案第２６号指定管理者の指定について、議案第２７号邑南

町課設置条例の一部改正について、議案第２８号公益的法人等への職員の派遣等に関する

条例の一部改正について、議案第２９号邑南町表彰条例の一部改正について、議案第３０

号邑南町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部改正について、議

案第３１号邑南町教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例の一部改正につ

いて、議案第３２号邑南町職員の給与に関する条例等の一部改正について議案第３３号邑

南町特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正について、

議案第３４号邑南町福祉医療費助成条例の一部改正について、議案第３５号邑南町国民健

康保険税条例の一部改正について、議案第３６号邑南町観光案内所条例の一部改正につい
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て、議案第３７号邑南町溜池施設条例の一部改正について、議案第３８号邑南町若者定住

促進住宅管理条例の一部改正について、議案第３９号邑南町消防団条例の一部改正につい

て、議案第４０号邑南町非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部改正

について、議案第４１号邑南町地域防災計画に定める大規模な工場その他の施設の用途及

び規模の基準に関する条例の制定について、議案第４２号邑南町地域資源活用技術習得施

設条例の制定について、議案第４３号邑智郡総合事務組合規約の変更について、議案第４

４号市町村建設計画の一部変更について、議案第４５号町道路線の廃止について、議案第

４６号町道路線の認定について、議案第４７号平成２５年度邑南町一般会計補正予算第８

号について、議案第４８号平成２５年度邑南町国民健康保険事業特別会計補正予算第４号

について、議案第４９号平成２５年度邑南町後期高齢者医療事業特別会計補正予算３号に

ついて、議案第５０号平成２５年度邑南町簡易水道特別会計補正予算第５号について、議

案第５１号平成２５年度邑南町下水道事業特別会計補正予算第５号について、議案第５２

号平成２５年度邑南町電気通信事業特別会計補正予算第４号について、議案第５３号平成

２６年度邑南町一般会計予算について、議案第５４号平成２６年度邑南町国民健康保険事

業特別会計予算について、議案第５５号平成２６年度邑南町国民健康保険直営診療所事業

特別会計予算について、議案第５６号平成２６年度邑南町後期高齢者医療事業特別会計予

算について、議案第５７号平成２６年度邑南町簡易水道事業特別会計予算について、議案

第５８号平成２６年度邑南町下水道事業特別会計予算について、議案第５９号平成２６年

度邑南町電気通信事業特別会計予算について、以上、３６議案を一括上程をいたします。

提出者からの提案理由の説明を求めます。 

●石橋町長（石橋良治）   議長、番外。 

●議長（山中康樹） 石橋町長。 

●石橋町長（石橋良治） 議案第２４号から議案第２６号までの提案理由をご説明申しあげ

ます。これも、指定管理者の指定について議会の議決を求めるものでございます。まず議

案第２４号につきましては、邑南町婦人若者等活動促進施設の指定管理者を農産加工はす

みに指定しようとするものでございます。次に議案第２５号につきましては、邑南町猪肉

加工場の指定管理者を協同組合はすみ特産センターに指定しようとするものでございま

す。次に、議案第２６号につきましては、邑南町ふれあい体験農園の指定管理者を日和ふ

れあい体験農園管理組合に指定しようとするものでございます。詳細につきましては、農

林振興課長から説明をさせますので、よろしくお願いします。 

●農林振興課長（植田弘和） 議長、番外。 

●議長（山中康樹） 植田農林振興課長。 

●農林振興課長（植田弘和） 議案第２４号、第２５号及び第２６号についてご説明申しあげ

ます。上程いたします３議案ともに先般の庁議に諮り指名により指定管理者の候補を選定

することといたしました。議案第２４号の邑南町婦人若者等活動促進施設は邑南町阿須那

にございまして、これまで農産加工はすみに指定管理してまいりました。施設の管理運営

状況も良好であることから、引き続き２６年４月１日から平成３１年３月３１日までの５

年間を指定の期間として指定管理者に指定するための議決を求めるものでございます。続

きまして議案第２５号でございます。この施設は邑南町下口羽にございまして、これまで

協同組合はすみ特産センターに指定管理してまいりました。現在の指定期間中の管理運営
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状況は良好でございましたので、こちらの施設につきましても非公募とし引き続き平成２

６年４月１日から平成３１年３月３１日までの５年間を指定の期間として指定管理者に指

定するための議決を求めるものでございます。続きまして議案第２６号でございます。こ

の施設は邑南町日和にございまして、これまで、日和ふれあい体験農園管理組合に指定管

理してまいりました。施設の管理運営状況は良好でございましたので引き続き指定管理者

に指定したいと考えておりますが指定の期間につきましては、近く農林業道路、通称日桜

ロードが開通する予定であるなどこの地域の環境が今後大きく変わると予想されますので

変化に対応した施設管理運営方法を模索したいこと、また、管理組合の皆さんが高齢化さ

れており長期の契約に不安を感じておられることを勘案し、今回は平成２６年４月１日か

ら平成２７年３月３１日までの１年間を指定の期間として指定管理者に指定するための議

決を求めるものでございます。 

●石橋町長（石橋良治）   はい議長、番外。 

●議長（山中康樹） 石橋町長。 

●石橋町長（石橋良治） 議案第２７号から議案第４０号までの提案理由をご説明申しあげ

ます。まず、議案第２７号につきましては、邑南町課設置条例の一部改正についてでござ

います。これは、情報推進課の廃止及び分掌事務の一部変更をしようとするものでござい

ます。次に、議案第２８号の提案理由をご説明申しあげます。公益的法人等への職員の派

遣等に関する条例の一部改正についてでございますが、これは、職員派遣のできる団体に

一般社団法人おおなんケーブルテレビを追加しようとするものでございます。次に、議案

第２９号の提案理由をご説明申しあげます。邑南町表彰条例の一部改正についてでござい

ますが、これは、表彰審議会委員の任期を延長しようとするものでございます。次に、議

案第３０号の提案理由をご説明申しあげます。邑南町特別職の職員で常勤のものの給与及

び旅費に関する条例の一部改正についてでございます。これは、町長、副町長の報酬を、

平成２６年度においても引き続き、町長の給料月額を１０％、副町長の給料月額を７．５

％ 減額しようとするものでございます。議案第３１号につきましては、邑南町教育長の

給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例の一部改正についてでございますが、平成

２６年度も引き続き、教育長の給料月額を５％ 減額しようとするものでございます。次

に、議案第３２号の提案理由をご説明申しあげます。邑南町職員の給与に関する条例等の

一部改正についてでございますが、これは、５５歳を超えた管理職の給料の減額の期限を

定めようとすること、給料表の改定などでございます。次に、議案第３３号の提案理由を

ご説明申しあげます。邑南町特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条

例の一部改正についてでございますが、これは、特別障害者手当等判定医を追加しようと

するものでございます。次に、議案第３４号の提案理由をご説明申しあげます。邑南町福

祉医療費助成条例の一部改正についてでございますが、これは、自己負担限度額の引き下

げ及び助成対象を拡大しようとするものでございます。次に、議案第３５号の提案理由を

ご説明申しあげます。邑南町国民健康保険税条例の一部改正についてでございますが、こ

れは、国民健康保険税の税率を改定させていただくよう提案するものでございます。次に、

議案第３６号の提案理由をご説明申しあげます。邑南町観光案内所条例の一部改正につい

てでございますが、これは、施設の全部が指定管理者の管理となったことによる条例の一

部改正でございます。次に、議案第３７号の提案理由をご説明申しあげます。邑南町溜池
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施設条例の一部改正についてでございますが、これは、使用料の徴収を止めるため条例の

一部改正をしようとするものでございます。次に、議案第３８号の提案理由をご説明申し

あげます。邑南町若者定住促進住宅管理条例の一部改正でございますが、これは、日貫団

地２戸を追加しようとするものでございます。次に、議案第３９号の提案理由をご説明申

しあげます。邑南町消防団条例の一部改正についてでございますが、これは、新たな法律

の施行に伴い所要の改正をしようとするものでございます。次に、議案第４０号の提案理

由をご説明申しあげます。邑南町非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の

一部改正についてでございますが、これも、新たな法律の施行に伴い団員の処遇改善をし

ようとするものでございます。以上、詳細につきましては、それぞれ担当課長から説明を

させますのでよろしくお願いします。 

●藤間総務課長（藤間修） 議長、番外。 

●議長（山中康樹） 藤間総務課長。 

●藤間総務課長（藤間修） 議案第２７号から３２号まで６議案の説明をご説明申しあげま

す。議案第２７号邑南町課設置条例の一部改正についてでございます。めくっていただき

まして新旧対照表をご覧ください。１ページ、４分の１ページでございますが、 今回ケ

ーブルテレビの業務の一部を民間に委託することに伴いまして、情報推進課を削除するも

のでございます。そして、続けて２ページ、３ページ、４分の３ページでございます。情

報推進課にありました事務分掌のかっこ２８高度情報推進に関すること及びかっこ２９ホ

ームページに関することを総務課へ異動することに加えまして、町民の方々への窓口の一

本化を図ることのため、一部分掌の見直しを行いまして、危機管理課にありましたかっこ

１９改正後でございます。防災行政無線に関すること、改正後のかっこ２５不当要求に関

すること、かっこ２６訴訟に関すること、かっこ２７防犯、暴力追放の要求に関すること、

かっこ２６、すいません、に関することを総務課に異動するものでございます。すいませ

ん。あい前後いたしましたがそういうことでございます。続きまし議案第２８号公益法人

等への職員の派遣等に関する条例の一部改正でございます。これも新旧対照表をめくって

いただきましてご覧ください。これまで職員の公益法人等への派遣先については、社会福

祉法人邑智福祉振興会及び石見さくら会でございましたが、今回ケーブルテレビの業務の

一部を一般社団法人おおなんケーブルテレビへ委託することに伴いまして、派遣先に一般

社団法人おおなんケーブルテレビを加えるものでございます。次に議案第２９号邑南町表

彰条例の一部改正についてご説明申しあげます。これも新旧対照表の方をご覧ください。

附則の部分でございますが、現在表彰審議会の委員の任期が合併時期の関係で、本年の平

成２６年１０月１５日となっておりますが、この任期の終了後に１１月の表彰式典が開催

されるということになりますので、実際に審議をした委員さんが表彰式典に参加できない

場合が想定されますので、その任期を平成２７年３月３１日までとするものでございます。

その後は２年ごとに年度で任期を迎えることとなるものでございます。次に議案第３０号

邑南町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部改正についてご説明

申しあげます。これも新旧対照表の方をご覧ください。平成１７年７月より給与カットを

開始しておりますが、町長及び副町長の給与それぞれ町長１０％、副町長７．５％のカッ

トの期限を現在平成２６年３月３１日までとしておりますのをもう１年延長いたしまして

平成２７年３月３１日までとするものでございます。次に議案第３１号邑南町教育長の給
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与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例の一部改正についてでございます。これも新

旧対照表をご覧ください。こちらも先ほどと同様に、教育長の給与５％カットを現在の平

成２６年３月３１日をもう１年延長いたしまして平成２７年３月３１日までとするもので

ございます。続きまして議案第３２号邑南町職員の給与に関する条例等の一部改正につい

てご説明申しあげます。これも新旧対照表の方をご覧ください。ちょっと枚数があります

のでしばらくめくっていただきまして、１９分の１ページというとこがございます。主な

改正点でございますが、１つ目には今回行政職給料表一表の６級の５５歳以上の職員の給

料月額１．５％カットを平成２６年３月３１日で廃止すること。２つ目には行政職給料表

一表及び医療職給料表三表のこれを国家公務員と同一、これは平成２３年人事院勧告に改

正しまして、併せて行政職給料表の４級及び５級の継ぎ足し部分を削除することでござい

ます。３点目には行政職給料表一５級の職務の内容に調整監を追加するといったことが主

な内容でございます。１９分の１ページでございます。これは８号でございますが、６級

で５５歳に達したものの給料月額を平成２３年度より１．５％カットしておりましたが、

減額支給の期限を本年度末平成２６年３月３１日とするものでございます。続きまして２

ページ以降１６ページまで給料表がずっと続いております。３ページでございます。６級、

改正後の６級の一番右２９号給にアンダーバーがございますが、この号給より減額改定す

るというものでございます。以下４ページ、１９分の４の５級の３７号給、４級４５号給、

それから５ぺージでございます。３級６１号給、２級７７号給より減額改定するものでご

ざいます。さらに６ページでございますが、これが、継ぎ足しのなくすものでございます。

給料表の５級、今９７号給及び４級１００号給まで、右の方の現行にございますが、これ

を、今回５級８６号給及び４級の９４号給より削除するものでございます。続いて７ペー

ジ、８ページにまいります。８ページでございますが、同様に１０ページ５級、すいませ

ん、８ページ以降これは医療職給料表でございますけども、これの１０ページ目、同様に

５級の４１号給にアンダーバーがしてございますが、この号給より減額改定をいたします。

それから１１ページ４級の５７号給、３級の６９号給、めくっていただきまして、１２、

１３ページでございます。２級の９３号給、１級の１０９号給より減額改定するものでご

ざいます。それからずっともう２ページめくっていただきまして、次は１７ページでござ

います。えーと、表が１６ページから続いておりますが、行政職給料表一表の級別職務表

でございます。５級の職務にこれまで資格級の取りまとめ役として専門監に加えまして、

一般職の取りまとめ役として新たに調整監という職種を加えるものでございます。以下ご

ごうきゅう、すいません、附則第５項でございますが、これは平成１８年の給与条例改正

時において地域給導入がありまして、ほんきゅう、本俸の給料額が引き下げられたとこな

んでございますが、その時点で受けていた給料月額と地域給が導入されて決定された給料

額の差額についても給料として支給するという経過措置を定める規定でございましたが、

このたび、給料表の引き下げに伴いまして、この経過措置におけるその時点で受けていた

給料月額にこれまでの１００分の９９．８３を乗じて得た額でございましたが、今回さら

に０．５％減額をいたしまして、９９．３３に改定するものでございます。続いて１８ペ

ージ、これも附則でございます。第２項は１８年４月１日の地域給導入以来その地域給に

達していないものの減額支給を規定しておりましたが、これも同様に減額後の給料月額の

１．５％カットの減額支給の期限を本年度の２６年３月３１日とするものでございます。
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附則としまして、この条例は平成２６年４月１日から施行すること。そしてその下経過措

置でございますが、最高号給を超える給料の月額の切りあげでございますが、これは切替

日の前日において最高号給を受けていた職員の切り替え日における号給等の規則委任を定

めたものでございます。３号につきましては、給料の切り替えに伴う経過措置でございま

すが、切り替え日の前日から引き続き同一の給料表の適用を受けている職員でその給料月

額に差額が生じた場合にその差額を支給するという規定の経過措置でございます。４号に

つきましては、給料の内払いということで、改正後の条例の規定を適用する場合に改正前

の規定に基づいて支給された給与、これは１月から３月分のことでございます。４月から

改正しますので、改正後の規定による給与の内払いとみなすという規定でございます。以

上地方自治法９６条第１項の規定により議会の議決を求めるものでございます。 
●飛弾福祉課長（飛弾智徳） 議長、番外。 

●議長（山中康樹） 飛弾福祉課長。 

●飛弾福祉課長（飛弾智徳） 議案第３３号邑南町特別職の職員で非常勤のものの報酬及び

費用弁償に関する条例の一部改正についてご説明いたします。市町村では特別障害者手当

等の判定医への支払いを委託料として支払っておりますが、同じ判定医に特別児童扶養手

当の判定を依頼している島根県は、個人病院の院長である場合は委託料として、医療機関

への勤務医には個人への支払いであることから報酬として支払っております。個人への支

払いは給与扱いとすべきとの指導もあり、勤務医に対しては報酬として支払うこととする

ため項目を新設するものでございます。新旧対照表をご覧ください。別表第１、中段にあ

ります職名欄に特別障害者手当等判定医を、報酬欄に、判定を行った月について月４，６

６０円を設けるものでございます。条例の施行日は、平成２６年４月１日としており附則

に規定をしております。以上、地方自治法第９６条第１項の規定により議会の議決を求め

るものでございます。続きまして、議案第３４号邑南町福祉医療費助成条例の一部改正に

ついてご説明をいたします。福祉医療費助成制度は平成１７年１０月に制度が改正され、

月額５００円であった自己負担額が１割負担に変更され、助成額が引き下げられましたが、

本町では激変緩和策として今日まで負担額の上限を抑えてきたところでございます。この

ような中で、障害者団体などから制度の見直しの要望が大きく、島根県において昨年見直

しの方向で検討が進められ、見直し案がまとまったことから、このたび条例の改正を行う

ものでございます。制度見直しの柱は２点であり、１点は自己負担限度額の引き下げ、も

う１点は三障害一元的支援の観点から福祉医療対象者を身体障害者、知的障害者に加え、

新たに精神障害者も加え対象の拡大を図るというものでございます。改正の内容でござい

ますが新旧対照表をご覧ください。第２条第１項中、福祉医療対象者を拡大することから、

該当する号数を追加し、また、同項第２号中、また同項第３号中においてそれぞれ条文を

簡潔にするためかっこ書きにより略称規定を置くなど条文の整理を行っております。続い

て２ページ目でございますが、第３号の次に第４号、第５号及び第６号を加えるものでご

ざいます。これは第４号でございますが、新たに精神障害者保健福祉手帳１級所持者を対

象とする規定であり、第５号は判定機関が身体または精神に相当の障害を有し、重度と同

程度と判定した知的障害児・者との重複障害を対象とする規定、第６号は身体障害者手帳

３級または４級所持者と精神障害者保健福祉手帳２級所持者との重複障害を対象とする規

定を新たに設けたものでございます。次に第２条第３項第１号中の法律番号については別
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第１項に表示したことから、これを削除するものでございます。次に３ページ目ですが、

別表第２中、１の助成に係る控除額、入院４０，２００円を新たに２０，０００円に、入

院外１２，０００円を６，０００円に、２の助成に係る控除額、入院７，５００円を２，

０００円に、入院外４，０００円を１，０００円に、３の「及び第３号」を「から第６号」

にそれぞれ改めるものでございます。なお、この条例は平成２６年１０月１日から施行す

るものとし、経過措置として同日前に受けた療養または医療については従前の例による旨、

改正文の附則で規定しております。以上、地方自治法第９６条第１項の規定により議会の

議決を求めるものでございます。 

●服部町民課長（服部導士） 議長、番外。 

●議長（山中康樹） 服部町民課長。 

●服部町民課長（服部導士） 議案第３５号邑南町国民健康保険税条例の一部改正について、

ご説明申しあげます。平成２６年度の国民健康保険事業の予算に関しまして、これまでの

実績を基に医療費や世帯数、被保険者数の推計を行うとともに、平成２５年度の国民健康

保険税の状況や現時点での課税標準額、これらの結果を総合的に踏まえまして、保険税の

試算と予算見積もりを行いました。その結果、医療費につきましては、わずかながら減少

傾向が継続するものと推測しておりますが、国保税に反映できるほど大きな額ではござい

ませんでした。一方、国民健康保険税の算定におきましては、被保険者数は減少し、反面、

課税標準額が増加する傾向にございます。そのため、応能、応益の割合が更に開くことが

考えられますので、今回医療費分の所得割の税率を若干下げ、調整することといたしまし

た。予算の見積もりに際しましては、全体としては、資金不足の状況にあり、これまでど

おり一般会計からの支援と基金の取り崩しにより財源不足をまかなう考えで編成させてい

ただきました。国保税率の改正による具体的な影響でございますが、医療費分と後期高齢

者支援金分をあわせまして、被保険者一人当たり調定額は課税標準額の増加を見込みます

と０．７１％の減、課税標準額を昨年度と同額としますと概ね３．７％の減となります。

では、条例改正につきまして具体的にご説明いたします。改正文をご覧ください。第３条

第１項は医療費分の所得割の条項でございますが、税率につきまして１００分の７．１５

を１００分の６．９９に改め、税率を下げるものでございます。次に附則でございます。

施行期日を公布の日、適用区分として平成２６年度分からの適用とし、平成２５年度分ま

でについては、従前の例としております。以上、地方自治法第９６条第１項の規定により

議会の議決を求めるものでございます。よろしくお願いいたします。 

●議長（山中康樹） えー、議案の説明中ではございますが、ただ今より暫時休憩といたしま

す。再開は午後１時１５分といたします。 

―― 午後１２時 ２分 休憩 ―― 

―― 午後 １時１５分 再開 ―― 

●議長（山中康樹） 再開をいたします。 

●日高商工観光課長（日高始） 議長、番外。 

●議長（山中康樹） 日高商工観光課長。 

●日高商工観光課長（日高始） 議案第３６号邑南町観光案内所条例の一部を改正する条例

についてご説明申しあげます。このことにつきましては、かつて道の駅の食堂部分につい

て、指定管理者とは別の事業者に委託をして管理、運営していた時期がございましたが、
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平成２１年に指定管理者への一括管理となったことにより、観光案内所の一部を広く一般

に占用使用させることがなくなったことなどから、使用に関する部分について、削除、改

正するものでございます。議案資料の新旧対照表で説明申しあげますのでご覧ください。

５の１ページ目から２ページにかけてでございますが、現行の第５条から第１０条までは

使用に関するもので、削除いたします。現行の第１１条は、改正後案にありますように第

５条に、第１２条は第６条となります。続いて５の３ページ目になりますが、第１３条第

２項中の第１１条を第５条に改め、同条を第７条といたします。第１４条を第８条とし、

第１５条から第１７条までを６条ずつ繰り上げます。第１８条中の第１２条を第６条に改

め同条を第１２条といたします。続いて５の４ページ目の第１９条中「、使用者又は使用

者以外」という表現を「及びその他」に改め、同条を第１３条といたします。第２０条第

１項を削除し、第２項中「第１６条」を「第１０条」に改め、これを第１項とし、同条を

１４条といたします。第２１条を第１５条といたします。続いて５の５ページにかけての

別表を削除いたします。なお、条例の施行日は、公布の日からとしております。以上ご審

議をお願いいたします。 

●土崎建設課長（土崎由文） 議長、番外。 

●議長（山中康樹） 土崎建設課長。 

●土崎建設課長（土崎由文） 議案第３７号邑南町溜池施設条例の一部を改正する条例につ

いてご説明申しあげます。本条例で定める溜池は、瑞穂地域淀原にあります淀原大堤でご

ざいます。今回の改正は、淀原大堤からの利用料収入が見込めないことから、関係条文を

整理するものであります。淀原大堤に関する条例は、平成１０年旧町時に農業用水の安定

的供給及び住民の憩いの場の提供などを行うことを目的に制定され、ほぼそのまま現在に

至っております。制定当時は民間資本により管理釣り場みずほフィッシングエリアとして

利用され、当時は中国地方最大との呼び声もあり、盛況でありましたが、諸般の事情によ

り平成１４年に閉鎖されております。以来、第５条第 1 項に規定する溜池以外での使用申

請も無く、また、第１６条に規定する指定管理を受託する団体も無いことから、溜池以外

での使用に関する条文と指定管理に関する条文、第５条から第２２条までと別表の溜池施

設使用料を削除しようとするものでございます。併せて、第２３条中「規則で」を「町長

が別に」に改め、同条を第５条とするものでございます。続きまして議案第３８号邑南町

若者定住促進住宅管理条例の一部を改正する条例についてご説明申しあげます。このたび

の改正は今年度建設しております日貫団地の設置に伴い、別表を改めるものでございます。

新旧対照表をご覧ください。日貫団地に１棟２戸を新設いたします。したがいまして、改

正後の別表に団地名日貫団地、所在地邑南町日貫３０５６番地１２、建設年度平成２５年

度、構造階数木造平屋、戸当たり面積７６．１５平米、規模３ＬＤＫ、戸数２戸、家賃４

万４千円を追加するものです。なお、改正後の条例は公布の日から施行することとしてお

ります。以上、地方自治法第９６条第１項の規定により議会の議決を求めるものでござい

ます。 
●細貝危機管理課長（細貝芳弘） 議長、番外。 

●議長（山中康樹） 細貝危機管理課長。 

●細貝危機管理課長（細貝芳弘） 議案第３９号、４０号の２議案についてご説明を申しあげ

ます。まず、議案第３９号でございますが、昨年１２月に消防団を中核とした地域防災力
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の充実強化に関する法律が施行されたとこでございます。これは近年、災害が各地で頻発

しておりまして、住民の生命、身体、財産を守るため地域防災力の重要性が増大している

中、少子高齢化の進展にもとづきまして、社会情勢の変化によりまして、地域における防

災活動の担い手を十分に確保することが困難となっておりまして、このため町民の積極的

な参加のもと、消防団を中核とした地域防災力の充実強化を図るため、国や地方公共団体

の責務等を明らかにするとして制定されたものでございます。この法律第１３条には消防

団の処遇改善、第１４条には消防団の装備の改善等が求められていることを踏まえまして、

議案として提出するものでございます。お手元の新旧対照表でご説明申しあげたいと思い

ます。現行規定の第１４条に「水火災、警戒」とありますものを「火災、災害、捜索」と

しようとするものでございます。これは後ほど説明を申しあげます手当の区分を見直した

ことによるものでございます。また、「手当」とありますものを「出動手当」と「訓練手

当」に区分しようとするものでございます。次に別表第１の年報酬の、団長の報酬でござ

いますけれども、団長の交付税基礎額というようなものがございまして８２,５００円とな

っております。これの千円未満を切り捨て８万２千円としまして、団長の報酬の交付税基

礎額を現行の報酬額７万円で割りくずしたもので得た率を副団長以下それぞれの階級の現

行報酬額にかけあわせて得た額の千円未満を切り捨て得た額に変更しようとするものでご

ざいます。次のページをご覧いただきたいと思います。また、同表の加算部分の機関員ポ

ンプ自動車積載車１台あたりの報酬額も同じように積算し改正しようとするものでござい

ます。次に別表第２の手当の関係でございますが、出動手当と訓練手当に区分し、出動手

当につきましては、現行の風水害と地震を災害としてまとめ、警戒につきましては、その

他に含めたものでございます。次に出動手当の額でございますが、現行の規定では、捜索

を除き１日を単位としておりました。え、これを、単位を半日として改正しようとするも

のでございます。備考欄をご覧いただきたいと思いますが、まず、半日を４時間と規定し

まして、半日に満たないときでも半日分は支給しまして、半日を超えるときは、半日ごと

に手当の額を加算していこうとするものでございます。これにつきましては、昨年の豪雨

災害時の水防団の活動の実態も踏まえ改善を図ったものでございます。また、訓練手当に

つきましては、１日を８時間と規定しまして、従事する時間にかかわらず、手当は１日単

位で支給しようとするものでございます。３ページをご覧いただきたいと思います。別表

第３の貸与被服等でございますが、現行の品目の消防服の次に新たに雨衣を加えたもので

ございます。これは、消防庁の消防団の装備の基準に準拠し整備を図るものでございます。

条例の施行日でございますが、本文に戻っていただきまして、附則に平成２６年４月１日

からとしてございます。次に議案第４０号についてご説明を申しあげます。この議案の経

緯につきましては、先ほどの議案第３９号で説明したとおりでございます。消防団を中核

とした地域防災力の充実強化に関する法律第１３条におきまして消防団の処遇改善を求め

られていることを踏まえまして、団員の退職報償金の額も改正しようとするものでござい

ます。 
消防団員の退職報償金でございますが、町は消防団員等公務災害補償等共済基金に加入し

ておりまして、団員一人当たりの掛金に団員の定数を掛けて得た額をこれに支払い、消防

団員が退団したときには、この基金から町の会計を経由しまして、支払うものでございま

す。この法律改正に基づきまして、消防団等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行
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令が改正されたところでございます。これにつきましては、消防団に支給される退職報償

金につきまして、５年以上経験した者に対して、階級別、勤務年数に応じ退職報償金を引

き上げることとされたものでございます。町はこれに準じまして退職報償金の額を条例で

定めておりまして、これを改正しようとするものでございます。それでは、新旧対照表で

ご説明を申しあげますのでそちらをご覧くださいませ。現行の右欄の退職報償金の支給額

を改正後の左の額に改正しようとするものでございます。具体的には、現行の階級区分の

内、５年以上１０年未満の団員の退職報償金の区分１４万４千円とありますが、これを２

０万円としまして、その他の階級や勤務年数区分ことに、すべて一律５万円の引き上げを

しようとするものでございます。この条例の施行日でございますが、条例本文に戻ってい

ただきまして、附則に第１項に平成２６年４月１日からとしております。２項には、別表

の規定つまり階級区分ごとの退職報償金の額のことでございますが、今年４月１日以降に

退職した消防団員について適用するものでございます。なお、３月３１日以前に退職した

消防団員につきましては、改正前の額を支給する旨、規定してございます。以上でござい

ます。 
●石橋町長（石橋良治）  はい議長、番外。 

●議長（山中康樹） 石橋町長。 

●石橋町長（石橋良治） 議案第４１号及び議案第４２号の提案理由をご説明申しあげます。

まず、議案第４１号の邑南町地域防災計画に定める大規模な工場その他の施設の用途及び

規模の基準に関する条例の制定についてでございますが、これは、水防法の改正に伴い、

関係条例を制定しようとするものでございます。次に、議案第４２号の邑南町地域資源活

用技術習得施設条例の制定についてでございますが、これは、食の学校の設置条例を制定

しようとするものでございます。以上、詳細につきましては、それぞれ担当課長から説明

をさせますのでよろしくお願いします。 

●細貝危機管理課長（細貝芳弘） 議長、番外。 

●議長（山中康樹） 細貝危機管理課長。 

●細貝危機管理課長（細貝芳弘） 議案第４１号についてご説明を申しあげます。昨年７月１

１日でございますが、水防法及び河川法の一部を改正する法律が施行されました。これに

基づきまして水防法が改正されたところでございます。水防法では、国土交通省が指定し

ます浸水想定区域内で、避難確保や浸水防止装置について、これを行うべき対象施設を定

めてございます。今回の法改正によりまして新たに大規模な工場等が加えられたものでご

ざいます。この用途や規模につきましては国土交通省令の基準を参酌し、条例で定めるこ

ととしているため議案として提出するものでございます。条例案本文でご説明を申しあげ

たいと思います。まず第１条でございますが、趣旨を規定してございます。水防法第１５

条第１項第３号アの規定に基づきまして、邑南町地域防災計画に大規模な工場、その他の

施設の名称、これや、所在地を定める場合の当該施設の用途、さらには、規模の基準を定

めるものとしております。第２条ではこの基準を規定しております。施設の用途としまし

ては、工場、作業所または倉庫としておりまして、規模として延べ面積が５０００平方メ

ートル以上のものとしたところでございます。この規模につきましては国土交通省令の基

準では、水防法施行規則第３条におきまして、延べ面積が１万平方メートル以上のものと

されておりますが、町内で稼働しております工場の実態や、地域の基幹産業を守るという
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視点から、五千平方メートル以上の規模が妥当であると判断したとこでございます。 なお、

本町におきます浸水想定区域としましては、羽須美地域の出羽川と江の川の合流点地域が

指定されていているところでございますが、ご承知のとおり現段階で対象となる工場はご

ざいません。条例の施行日でございますが、附則に公布の日からとしております。以上で

ございます。 

●日高商工観光課長（日高始） 議長、番外。 

●議長（山中康樹） 日高商工観光課長。 

●日高商工観光課長（日高始） 議案第４２号邑南町地域資源活用技術習得施設条例の制定

についてご説明申しあげます。この条例は、現在、旧日和保育所で改築を進めております

食の学校の設置について制定をするものでございます。１ページめくっていただきまして、

施設の設置目的につきましては、第１条に規定しておりますように、専門的な技術と腕に

覚えのある人材を活用し地域資源をいかした新商品や新サービス開発を支援するととも

に、講師、食材提供者及び研修参加者が、地域の食文化に関する調査、研究、保存等に関

わることで、邑南町における暮らしや食文化の魅力を再発見することを目的としておりま

す。第２条には、施設の名称として、食の学校という名称を掲げております。第３条から

第７条までについては、施設の使用に関することについて規定をしております。第８条か

らは指定管理者による施設の管理について規定をしております。また、別表として使用料

について規定をしております。条例の施行日は、平成２６年４月１日からとしております。

以上、地方自治法第９６条第１項の規定により、議会の議決を求めるものでございます。

ご審議をお願いいたします。 

●石橋町長（石橋良治）   議長、番外。 

●議長（山中康樹） 石橋町長。 

●石橋町長（石橋良治） 議案第４３号の提案理由をご説明申しあげます。邑智郡総合事務組

合規約の変更についてでございますが、これは、悠々ふるさと会館が川本町へ譲与される

ことによる規約の変更について、議会の議決を求めるものでございます。詳細につきまし

ては、総務課長から説明をさせますのでよろしくお願いします。 

●藤間総務課長（藤間修） 議長、番外。 

●議長（山中康樹） 藤間総務課長。 

●藤間総務課長（藤間修） 議案第４３号邑智郡総合事務組合規約の変更についてご説明申

しあげます。平成２６年３月３１日をもって悠邑ふるさと会館の設置及び管理に関する条

例を廃止し、平成２６年４月１日にそうごうぶんか、複合文化施設悠邑ふるさと会館が川

本町へ譲与されるため、邑智郡総合事務組合規約第３条第２項並びに第１２条第２項を変

更する必要が生じましてので、地方自治法第２８６条第１項の規定により、組合規約の一

部を変更するものでございます。新旧対照表をご覧ください。３分の１ページでございま

す。組合の共同処理する事務がございます。第３条の第２項を削除し、号数をそれぞれ繰

り上げるものでございます。さらに、２ページでございます。３分の２ページ１２条組合

の共同処理する事務というとこでございますが、すいません１ページですね。ところでご

ざいますが、２項ただし書き以降を削除いたしまして、別表につきまして、１２条関係の

別表の事務をそれぞれ号数を繰り上げするものでございます。以上でございます。 

●石橋町長（石橋良治）  はい議長、番外。 
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●議長（山中康樹） 石橋町長。 

●石橋町長（石橋良治） 議案第４４号の提案理由をご説明申しあげます。市町村建設計画の

一部変更についてでございますが、これは、合併特例債発行期限の５年延長に伴う計画の

変更について、議会の議決を求めるものでございます。詳細につきましては、企画財政課

長から説明させますのでよろしくお願いします。 

●日高企画財政課長（日高輝和） 議長、番外。 

●議長（山中康樹） 日高企画財政課長。 

●日高企画財政課長（日高輝和） 議案第４４号市町村建設計画の一部変更について、ご説明

申しあげます。市町村建設計画につきましては、本町におきましては新町まちづくり計画

でございますが、昭和４０年法律第６号で施行された市町村合併の特例に関する法律、い

わゆる旧合併特例法第５条の規定に基づき、合併市町村の建設の基本方針などについて作

成するものとされており、本計画を作成することにより合併に伴い特に必要と認められる

ものに要する経費については、合併の行われた日の属する年度及びこれに続く１０年度に

限り、地方債の特例規定として合併特例債が適用されることになっております。本町は、

平成１６年１０月１日に旧三町村が合併しておりますので、この規定により平成 1６年度

及びこれに続く１０年度、平成２６年度までは合併特例債の借り入れが可能という計画に

なっております。こうした状況のなか、平成２３年３月１１日に発生しました東日本大震

災が合併市町村における新しいまちづくりに多大なる影響を及ぼしているとのことから、

東日本大震災に伴う合併市町村に係る地方債の特例に関する法律が制定され、東日本大震

災の被害を受けた特定被災区域を含む合併市町村については、地方債の特例規定の適用期

間が１０年から１５年に延長されました。さらにその後、東日本大震災の影響は被災市町

村のみならず、直接の被害を受けなかった合併市町村においても、被災団体への国庫補助

金の優先配分による資金不足、企業活動の停滞における事業遅延や防災計画の見直しの検

討等が必要とのことから、東日本大震災による被害を受けた合併市町村に係る地方債の特

例に関する法律の一部を改正する法律、平成２４年６月２７日法律第３６号でございます

が、法改正が行われ、東日本大震災の被害を受けた特定被災区域を含む合併市町村につい

ては、地方債の特例規定の適用期間が１５年から２０年に延長され、被害を受けていない

合併市町村についても、地方債の特例規定の適用期間が１０年から１５年に延長されまし

た。本計画の変更は、東日本大震災による被害を受けた合併市町村に係る地方債の特例に

関する法律の一部を改正する法律により、地方債の特例規定の適用期間の延長を行うため、

旧合併特例法第５条第７項の規定に基づき、議会の議決を求めるものでございます。市町

村建設計画の変更内容でございますが、現行と改正案を添付しておりますが、先ほど申し

あげました特例規定の期間延長に伴い、新町建設計画の期間を平成３１年度まで延長を行

うこと、合併後に路線名称が変更になった県道にかかる文言整理でございます。具体とし

ましては、計画期間延長にかかわるものとしまして、新町建設計画中３、まちづくりの基

本指標、目標の中の文言整理を行い、将来推計人口が平成１２年から平成３２年であった

ものを、平成２２年から平成４２年までのものといたしました。また、第３章財政計画の

中につきましても文言整理を行い、平成 1６年度から平成２６年度までの財政計画を、平

成１６年度から平成３２年度までの財政計画に修正いたしました。合併後に路線名称が変

更となった県道、主要地方道にかかる文言整理につきましては、主要事業計画中に主要地
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方道吉田瑞穂線の整備と表記されていたものを主要地方道吉田邑南線の整備と、主要地方

道瑞穂赤来線の整備と表記されていたものを主要地方道邑南飯南線の整備と修正いたしま

した。なお、平成２６年２月５日付けで島根県知事への事前協議を行っており、平成２６

年２月１２日付けで県知事より、適当であるとの回答を得ております。以上でございます。

よろしくお願いします。 

●石橋町長（石橋良治）   議長、番外。 

●議長（山中康樹） 石橋町長。 

●石橋町長（石橋良治） 議案第４５号及び議案第４６号の提案理由をご説明申しあげます。

議案第４５号は町道路線の廃止についてでございますが、これは、町道５路線を廃止しよ

うとするものでございます。続いて、議案第４６号町道路線の認定についてでございます

が、これは、新規に９路線を認定しようとするものでございます。詳細につきましては、

建設課長から説明させますので、よろしくお願いします。 

●土崎建設課長（土崎由文） 議長、番外。 

●議長（山中康樹） 土崎建設課長。 

●土崎建設課長（土崎由文） 議案第４５号町道路線の廃止についてご説明申しあげます。議

案書に添付している調書をご覧ください。このたび廃止するのは５路線でございます。こ

のうち農道移管に伴う終点変更が２路線、農道移管による廃止が１路線、終点の変更に伴

うものが２路線でございます。整理番号１番和田線は、県道高見出羽線より分岐し流田集

会所を経由して町道吉時線分岐までの路線でございます。整理番号２番、吉時線は県道高

見出羽線より分岐し、町道川渕線を経由し、和田千番地先までの路線でございます。整理

番号３番、吉時稗原線は町道吉時線より分岐し、和田９６４番地先までの路線でございま

す。整理番号４番、東屋金毘羅線は、町道金毘羅線より分岐し町道泊里大鹿山線分岐まで

の路線でございます。整理番号５番、青笹西線は、町道青笹線より分岐し町道簾青笹線を

経由して町道青笹線分岐までの路線でございます。次ページ以降廃止路線図を添付してお

りますのでご覧ください。続きまして、議案第４６号町道路線の認定についてご説明申し

あげます。調書をご覧ください。このたび認定するのは９路線であります。整理番号１番、

和田線は一部農道へ移管する終点変更に伴い県道高見出羽線上原３４番地先より分岐し、

農道石堂線分岐、和田３３３番地２先までの路線延長千５４０．９メートルを認定するも

のでございます。整理番号２番、和田２号線は、和田線の一部農道への移管に伴い、県道

高見出羽線原村千１０番地２先より分岐し、下和田橋を経由して農道和田線分岐、和田７

８３番地先までの路線延長１６０メーターを認定するものです。整理番号３番、吉時線は

一部農道へ移管による終点変更に伴い県道高見出羽線原村千１８２番地１先より分岐し

て、吉時橋を経由して農道和田線分岐、和田９３２番地先までの路線延長、３２３．７メ

ーターを認定するものです。整理番号４番、吉時２号線は吉時線の一部農道への移管に伴

い、農道和田線、和田９９５番地１先より分岐し、和田千番地先までの路線延長２３１．

２メートルを認定するものです。整理番号５番日和桜江線は農林業道路の完成に伴い、町

道中日和下郷線、日和８５０番地１先より分岐し町道鍛冶屋谷線を経由して日和３千２５

４番地１３先にて江津市に至るまでの路線延長３千５７．９メーターを認定するものです。

整理番号６番、横谷山の内線は町道横谷線日和２千５３３番地９先より分岐し町道中日和

山の内線分岐日和７６４番地先、３、７６４番３先までの路線延長７１８．３メーターを
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認定するものです。整理番号７番郡山陣ケ迫線は、町道郡山大坪原線、矢上４千６４４番

地４先より分岐し、住宅団地を経由して町道郡山線分岐矢上５千８１７番地先まで及び団

地内の幹線道の路線延長３９３．２メーターを認定するものです。整理番号８番、東屋金

毘羅線は、終点の延長に伴い町道簾金毘羅線、日貫２千２５０番地先より分岐して、町道

泊里大鹿山線を経由し町道泊里東屋線分岐、日貫２千４４９番地先までの路線延長千２７

６．５メーターを認定するものです。整理番号９番、青笹西線は終点変更に伴い、町道青

笹線分岐日貫千３４５番地先より分岐し竹屋橋を経由して町道簾青笹線分岐日貫千３５２

番地先までの路線延長５５３メーターを認定するものです。次ページ以降の路線認定図を

添付しておりますのでご覧ください。以上です。よろしくお願いいたします。 

●石橋町長（石橋良治）   はい議長、番外。 

●議長（山中康樹） 石橋町長。 

●石橋町長（石橋良治） 議案第４７号から議案第５２号までの提案理由をご説明申しあげ

ます。議案第４７号平成２５年度邑南町一般会計補正予算第８号は、歳入歳出それぞれ１

億９千５０３万３千円を減額するものでございます。議案第４８号平成２５年度邑南町国

民健康保険事業特別会計補正予算第４号は、歳入歳出それぞれ８千４３９万１千円を増額

するものでございます。議案第４９号平成２５年度邑南町後期高齢者医療事業特別会計補

正予算第３号は、歳入歳出それぞれ４２０万７千円を減額するものでございます。議案第

５０号平成２５年度邑南町簡易水道事業特別会計補正予算第５号は、歳入歳出それぞれ５

３３万８千円を減額するものでございます。議案第５１号平成２５年度邑南町下水道事業

特別会計補正予算第５号は、歳入歳出それぞれ２８０万円を減額するものでございます。

議案第５２号平成２５年度邑南町電気通信事業特別会計補正予算第４号は、歳入歳出それ

ぞれ３８２万７千円を減額するものでございます。詳細につきましては、それぞれ、担当

課長から説明をさせますのでよろしくお願いします。 

●日高企画財政課長（日高輝和） 議長、番外。 

●議長（山中康樹） 日高企画財政課長。 

●日高企画財政課長（日高輝和） 議案第４７号平成２５年度邑南町一般会計補正予算第８

号についてご説明申しあげます。予算書の１ページをお開きください。第１条の歳入歳出

予算の補正額でございますが、歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１億９千５０３

万３千円を減額し、歳入歳出予算の総額を１４５億９千４５３万５千円とするものでござ

います。歳入歳出予算補正の区分及び金額につきましては、２ページから６ページの第１

表歳入歳出予算補正に記載しております。なお、詳細につきましては、後ほど事項別明細

書の方でご説明申しあげます。以下、第２条で繰越明許費の設定、第３条で地方債の補正

がございます。ページの方、６ページをお開きください。第２表繰越明許費でございます。

８.２４豪雨災害の影響で、当初予定しておりました期間での事業の実施が困難となったこ

となどにより翌年度への繰り越しが必要となったものでございます。金額はそれぞれ限度

額でございます。２款総務費 1項総務管理費でございますが、企画費で４４２万円を設定

しております。内容はマスコットキャラクター制作費及び町勢要覧作成費でございます。

３款民生費 1項社会福祉費でございますが、障害者総合支援法における事務システムの改

修事業費で２０４万８千円を設定しております。次に、６款農林水産業費１項農業費でご

ざいますが、地籍調査事業費で１千６１０万円と農地費の農地有効利用支援整備事業で１
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千２４０万円を設定しております。２項林業費につきましては、林業振興費で森林総合研

究所造林受託事業と公社造林農道保全事業が１千７６万５千万円。林道維持費で３７３万

１千円を設定しております。次に７款商工費１項商工費でございますが、観光費でいこい

の村耐震設計業務費について、２千８４万４千円を設定しております。次に８款土木費２

項道路橋りょう費でございますが、道路橋りょう総務費で、８.２４豪雨災害対策費として

災害残土処理費が１７３万６千円。道路維持費につきましては、町道補修工事費で１千９

７０万円。道路新設改良費では、高見宇都井線外８路線の改良事業費で２億５千６９１万

８千円。橋りょう新設改良費では、長寿命化事業費１千６００万円をそれぞれ設定してお

ります。９款消防費、１項消防費では、８.２４災害対策費として、防火水槽の復旧費９４

万５千円を設定しております。１１款災害復旧費でございます。補助災害につきましては、

既に発注をしておりますものも含めて工事費の大部分を繰り越す見込みとしております。

小災害につきましては、一部を除いて平成２６年度当初予算で計上予定としております。

１項農林水産施設災害復旧費でございますが、農地関係で５億２千８６８万２千円。農業

用施設関係で３億９千９７１万５千円。林道関係で１億８千２６３万４千円。林地崩壊防

止事業で９６１万９千円。それぞれ設定しております。２項公共土木災害復旧費でござい

ますが、８億４千５６０万円を設定しております。３項その他公共施設、公用施設災害復

旧費でございますが、４５８万２千円を設定しております。続きまして、８ページをお開

きください。第３表地方債補正でございます。はじめに、追加分でございますが、市町村

振興資金債を１億５千万円計上しております。これは、農地災害復旧事業に係る測量設計

費が災害復旧事業債の対象とならないことから、県と協議を行い資金の手当のために島根

県市町村振興資金を借り入れるものでございます。なお、これにより一般財源が増加しま

すが、今後特別交付税において措置される見込みでございます。次に、現年発生公共土木

施設単独災害復旧事業債２億５２０万円でございますが、公共土木施設の応急復旧及び公

共土木施設災害の測量設計費に充当するものでございます。続きまして変更分でございま

す。観光施設整備事業債、いこいの村しまねの耐震設計事業でございますが、２０万円減

額して１千７６０万円に。災害援護資金貸付事業債でございますが、昨年１１月末の申請

期限までに借入の申し込みがありませんでしたので、１千３１万円を全額減額しておりま

す。病院設備整備事業債でございますが、公立邑智病院のＭＲＩ導入事業費の減額等によ

り、２千８４０万円減額して３千９３０万円に、山村開発センター建設事業債につきまし

ては、事業の完了で１千５８０万円減額して２億４千３２０万円に、道路改良舗装事業債

でございますが、町道改良事業に係る交付金の交付決定を受けて事業量を調整した結果６

０万円減額して２億１千１２０万円にそれぞれ変更しております。続いて災害復旧事業債

でございますが、補助事業につきましては、補助率の決定に伴い起債の借入額を調整し減

額しております。また、単独災害復旧事業債でございますが、農地以外の測量設計費につ

きましては単独災害復旧事業債の借入が可能であることから、今回調整を行っております。

なお、小災害復旧事業債は、農災公共とも平成２６年度当初予算の方で計上することにし

ましたので、全額減額としまして補正後の額を０としております。変更分の災害復旧事業

債でございますが、現年発生農地補助災害復旧事業債から９ページの林地崩壊防止事業債

まで、合計で５億８千４１０万円減額となっております。これにより、地方債の限度額の

合計は、補正前の限度額２３億１千６４０万円から２億８千７００万円を減額して、２０
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億２千９４０万円とするものでございます。次のページの右側からが予算に関する説明書

でございます。表紙をめくっていただきますと事項別明細書となっております。１ページ

から４ページは総括表となっております。説明の方は５ページからさせていただきますの

で、めくっていただきまして５ページの方をお開きください。主なものを説明させていた

だきます。はじめに歳入でございます。１款町税でございますが、滞納繰越分も含めて収

入見込み額に基づいて補正を行っております。６款地方消費税交付金から次の７ページで

ございますが、９款地方特例交付金までは、交付決定見込額による補正でございます。１

０款地方交付税でございますが、１億２千８０５万７千円を増額計上しております。災害

復旧事業の一般財源の増額分に対応するため昨年１２月に交付決定された特別地方交付税

を増額計上しております。７ページの下から１２款分担金及び負担金、それから続きまし

て９ページの方でございますが、１３款使用料手数料、１４款国庫支出金は、いずれも決

算見込額に基づいて補正を行っております。１１ページをお開きください。１４款国庫支

出金２項国庫補助金でございますが、３民生費国庫補助金の１０２万３千円は障害者総合

支援法における事務システムの改修事業費に充当するものでございます。８土木費国庫補

助金でございますが、市木住宅の台風被害の復旧に対する補助金を計上しております。１

３ページをお開きください。県支出金でございますが、決算見込額に基づいて補正を行っ

ております。１５ページをお開きください。１１災害復旧費県補助金でございますが、農

地、農業用施設、林道の災害復旧事業について、補助率が決定したことにより２億１千３

３０万９千円を増額しております。１７ページをお開きください。１７款寄付金でござい

ますが、ふるさと寄付金が５件で２４万２千円。指定寄付金が１件１０万円でございます。

指定寄付金につきましては、歳出の方で日本一の子育て村推進基金に積み立てることとし

ております。１８款繰入金２項基金繰入金でございますが、財政調整基金繰入金を１億２

千３６０万９千円減額しております。災害復旧事業の一般財源増額分に対して特別地方交

付税が増額決定されたことを受けて調整するものでございます。以下繰入金につきまして

は、決算見込額に基づいて補正を行っております。２０款諸収入につきましても、決算見

込額に基づいて補正を行っております。１９ページをお開きください。２１款町債でござ

いますが、先ほど地方債補正で説明いたしましたので省略させていただきます。続きまし

て２３ページをお開きください。歳出でございます。１款議会費につきましては、２８２

万５千円の減額となっておりますが、新人議員さんの任期の関係で期末手当が減額となっ

たことなどによるものでございます。２款総務費１項総務管理費でございますが、職員手

当等が２千６４２万８千円減額となっております。退職手当組合特別納付金の減額が主な

要因でございます。２４ページの説明欄の方でございますが、一般管理費で広島新庄高校

への補助金１００万円を計上しております。その下、町歌制定事業費でございますが、さ

だまさし氏に依頼することとしたため、一般への募集経費、応募された作品の審査経費、

作詞作曲者への賞金等を減額するものでございます。２３ページの下、６企画費でござい

ますが、それぞれ決算見込額に基づく補正額を計上しております。２５ページをお開きく

ださい。８地域振興及び人口定住対策費、１２生活交通確保対策事業費ともに決算見込に

基づく補正額を計上しております。２７ページをお開きください。２項徴税費から４項選

挙費につきましても決算見込額に基づく補正額を計上しております。３款民生費１項社会

福祉費でございます。こちらも決算見込みに基づく補正でございますが、２８ページの説
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明欄国民健康保険事業特別会計繰出金を１千２３３万５千円減額しております。このうち、

町からの財政調整繰出金は、６６０万円減額の１千万円となっております。２９ページを

お開きください。社会福祉総務費の続きでございますが、右の説明欄の８．２４豪雨災害

対策費の１千５７２万５千円の減額でございますが、被災者生活再建支援金が７５万円の

減額。貸付金の方で災害援護資金の申請をされる方がなかったため１千３１０万円の減額

となっております。２社会福祉施設費につきましては、くるみ邑美園の指定管理料の年度

精算に伴う増額分を計上しております。３１ページをお開きください。２項児童福祉費で

ございます。２児童福祉措置費でございますが、各保育所の決算見込みにより保育所措置

費の増額分を計上しております。公立保育所の指定管理料が６６５万８千円増額、それか

ら扶助費の方でございますが私立保育所分でございます。３７９万６千円増額となってお

ります。３児童福祉施設費でございますが、くるみ学園の指定管理料の年度精算に伴う増

額分を計上しております。３３ページをお開きください。４款衛生費１項保険衛生費でご

ざいます。保健衛生総務費では、６８９万円の減額を計上しております。簡易水道事業及

び下水道事業への繰出金の減額などでございます。３５ページをお開きください。病院費

でございますが、病院設備整備事業におきましてＭＲＩ導入事業費が減額になったことな

どにより、繰出金を２千８２８万１千円減額としております。５款労働費でございますが、

緊急雇用創出事業として林地残材利活用事業を民間事業者に委託して実施する見込みでし

たが、民間事業者において補助事業の対象となる新規の雇用が確保できなかったため事業

を取りやめるものでございます。６款農林水産業費１項農業費でございます。決算見込み

に基づく補正でございますが、３６ページの一番下の欄、数量調整円滑化推進事業に２０

０万円を計上しております。集落営農等の法人化支援交付金で、本年度中に新たに５法人

が設立される見込みであることから交付金を計上しております。３７ページをお開きくだ

さい。それぞれ、決算見込みに基づく補正を計上しております。３９ページをお開きくだ

さい。２林業振興費でございますが、公社造林及び町行造林において事業量及び事業費の

減額をしております。７款商工費１項商工費でございます。２商工業振興費で１千６８０

万９千円を減額しておりますが、農林商工等連携サポートセンター事業で、地域おこし協

力隊制度を活用して都会からの人材を受け入れておりますが、やむを得ず中途で契約を解

除されたことなどにより、事業費が減少するものでございます。４１ページをお開きくだ

さい。８款土木費でございますが、それぞれ決算見込みに基づく補正でございます。ペー

ジの方進めていただきまして４５ページをお開きください。１０款教育費でございますが、

決算見込みによる補正等でございます。文化財保護費の発掘調査費の減額分は、下口羽輪

の内遺跡の報告書作成が、類例比較等を慎重に行う必要があることなどから次年度以降に

なる見込みであり、今回減額するものでございます。１１款災害復旧費でございます。補

助事業につきましては、平成２５年度の割り当てが未定のため、概算での計上となってお

ります。農地及び農業用施設につきましては、事業費の約８５％を、公共土木施設につき

ましては約５０％を、林道につきましてはほぼ全額を計上しております。なお、小災害復

旧事業は、農災公共とも一部を残してほとんどの事業費を平成２６年度当初予算に計上す

ることとしましたので、大きく減額となっております。４７ページの方でございますが、

合計額のところでございますが、１項の農林水産施設災害復旧費は、補正額が１億２千５

１６万１千円の増額で、１５億７千６３３万８千円となっております。続いて４９ページ
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でございますが、２項の公共土木災害復旧費は、１億６千３５５万４千円減額で、１１億

７千５３５万３千円となっております。説明の方は以上でございます。よろしくお願いい

たします。 

●服部町民課長（服部導士） 議長、番外。 

●議長（山中康樹） 服部町民課長。 

●服部町民課長（服部導士）  私の方からは、議案４８号と４９号の２議案についてご説明

いたします。まず、第４８号平成２５年度邑南町国民健康保険事業特別会計補正予算第４

号についてご説明申しあげます。予算書の１ページをお開きください。歳入歳出予算の総

額に、歳入歳出それぞれ８千４３９万 1千円を追加し、歳入歳出予算の総額を、歳入歳出

それぞれ 1５億５千 1２７万２千円とするものでございます。詳細につきましては、事項別

明細書の４ページ、５ページをお開きください。このたびの補正は、歳入では、保険基盤

安定などのルール分の繰入金が確定したこと、前期高齢者交付金の精算交付があったこと、

歳出では、特定健診と保健指導の国県負担金及び療養給付費国庫負担金の過年度返還金が

生じたこと、後期高齢者支援金が確定したこと、以上の点を修正したほか、基金による調

整を行い、補正を行っております。まず、歳入でございますが、９款の繰入金のうち基金

繰入金につきましては、繰入金の確定や返還金による財源不足を補てんするため６５９万

２千円の増額、一般会計繰入金については、保険基盤安定などのルール分等について確定

により 1千２３３万５千円の減額でございます。次に、１２款の前期高齢者交付金でござ

いますが、前々年度の精算交付が行われた影響を受け９千 1３万４千円の増額でございま

す。次に、６ページ、７ページをお開きいただき、歳出でございます。１款の総務費でご

ざいますが、国保データベースシステムのバージョンアップの手数料として９９万８千円

の増額でございます。次に、２款の保険給付費でございますが、前期高齢者交付金の精算

交付の影響を受け財源修正を行っております。次に、８ページ、９ページをお開きいただ

き、７款の国保会計基金積立金でございますが、前期高齢者交付金の精算交付があったこ

とにより財源超過となったものについて基金へ積み立て今後の精算に備える必要がありま

すので、８千３５３万４千円の増額でございます。次に、９款の償還金でございますが、

平成２４年度の特定健診と保健指導の国県負担金、及び療養給付費国庫負担金の返還金が

生じておりますので、６５万２千円の増額でございます。次に、１０款の後期高齢者支援

金でございますが、確定の見込みにより７９万３千円の減額でございます。以上が、邑南

町国民健康保険事業特別会計補正予算第４号の説明でございます。続きまして、議案第４

９号平成２５年度邑南町後期高齢者医療事業特別会計補正予算第３号についてご説明申し

上げます。予算書の１ページをお開きください。歳入歳出予算の総額から、歳入歳出それ

ぞれ４２０万７千円を減額し、歳入歳出予算の総額を、歳入歳出それぞれ３億６千５２４

万４千円とするものでございます。詳細につきましては、事項別明細書の４ページ、５ペ

ージをお開きください。この度の補正は、平成２５年度保険料を異動等により修正したこ

と、保健事業と保険基盤安定が確定しつつあることにより必要な修正を行い、補正を行っ

ております。まず、歳入でございますが、１款の後期高齢者医療保険料につきましては、

異動等により、特別徴収保険料を１２１万９千円の減額、普通徴収保険料を１１９万６千

円の減額、合計で２４１万５千円減額しております。次に、３款の保健事業委託金でござ

いますが、保健事業の確定見込みにより５０万円の減額でございます。次に、４款の繰入
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金でございますが、保険基盤安定の確定見込みにより１２９万２千円の減額でございます。

次に、６ページ、７ページをお開きいただき、歳出でございます。２款の後期高齢者医療

広域連合納付金でございますが、歳入でご説明いたしました、後期高齢者医療保険料と保

険基盤安定の補正を受けまして、それぞれ同額の２４１万５千円と、１２９万２千円の減

額でございます。次に、３款の保健事業費でございますが、確定見込みにより５０万円の

減額でございます。以上が邑南町後期高齢者医療事業特別会計補正予算第３号の説明でご

ざいます。以上２議案につきまして地方自治法第９６条第１項の規定により議会の議決を

求めるものでございます。よろしくお願いいたします。 

●朝田水道課長（朝田誠司） 議長、番外。 

●議長（山中康樹） 朝田水道課長。 

●朝田水道課長（朝田誠司） 議案第５０号、平成２５年度邑南町簡易水道事業特別会計 補

正予算第５号につきましてご説明申しあげます。予算書の１ページをお開きください。第

１条歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ５３３万８千円を減額し、歳入歳出予算の

総額を歳入歳出それぞれ６億６千８６２万３千円とするものでございます。 歳入歳出予算

の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、第１

表歳入歳出予算補正によるものでございます。第２条繰越明許費は、第２表繰越明許費に

よるものでございます。第３条地方債の変更は、第３表地方債補正によるものでございま

す。４ページをお開きください。第２表繰越明許費でございますが、簡易水道事業災害復

旧費８９５万円を繰越明許費とするものでございます。５ページをご覧ください。簡易水

道事業債を補正前の限度額１億１千９９０万円から１０万円減額し、補正後の 限度額を１

億１千９８０万円とするものでございます。主な補正につきましてご説明申しあげます。

事項別明細書の４ページをお開きください。歳入でございますが、水道使用料が６９万円

の増額でございます。利子及び配当金は５千円の減額でございます。一般会計繰入金が５

３３万９千円の減額でございます。雑入は、５８万４千円の減額でございます。これは災

害給付金の減によるものです。町債は１０万円の減額でございます。６ページをお開きく

ださい。 歳出の一般管理費でございますが、４３８万８千円を減額しておりますが、これ

は消費税申告額の確定による減額が主なものでございます。簡易水道事業費でございます

が、９４万５千円を減額しておりますが、入札による工事請負費の減額によるものでござ

います。基金積立金は、利子の減額による５千円の減額でございます。以上でございます。

続きまして、議案第５１号、平成２５年度邑南町下水道事業特別会計補正予算第５号につ

きましてご説明申しあげます。予算書の１ページをお開きください。第１条歳入歳出予算

の総額から歳入歳出それぞれ２８０万円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞ

れ９億７千１６７万４千円とするものでございます。 歳入歳出予算の補正の款項の区分及

び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、第１表歳入歳出予算補正に

よるものでございます。主な補正につきましてご説明申しあげます。事項別明細書の４ペ

ージをお開きください。歳入でございますが、平成２５年度の浄化槽設置基数の増により、

衛生費分担金が１６０万円の増額でございます。 一般会計繰入金は４４０万円の減額でご

ざいます。６ページをお開きください。歳出の農業集落排水事業一般管理費が１４０万円

の減額でございます。これは、施設の電気料の減額によるものでございます。下水道事業

一般管理費が１４０万円の減額でございます。これは、施設の電気料及び、施設管理委託



 - 45 - 

料の減額によるものでございます。公債費につきましては、衛生費分担金の増額により、

特定財源と一般財源の財源更生を行うものでございます。以上でございます。 

●議長（山中康樹） えー、議案説明の途中でございますが、ここで休憩といたします。再開

は午後２時３５分といたします。 

―― 午後２時２２分 休憩 ―― 

―― 午後２時３５分 再開 ―― 

●議長（山中康樹） 再開をいたします。 

●情報推進課長 番外。 

●議長（山中康樹） 小林情報推進課長。 

●情報推進課長 議案第５２号平成２５年度邑南町電気通信事業特別会計補正予算第４号

についてご説明いたします。予算書の 1ページをお開きください。第１条歳入歳出予算の

総額から歳入歳出それぞれ３８２万７千円を減額し、歳入歳出予算の総額を４億３千１６

５万９千円とするものでございます。詳細につきましては、事項別明細書の４ページをご

覧ください。主なものについて説明いたします。歳入でございます。１款、分担金及び負

担金、情報通信施設負担金１４１万９千円の増額でございます。これは主に、引き込み工

事の増によるものでございます。２款使用料及び手数料、情報通信施設使用料、２２４万

円の減額でございます。これは主に、ＩＰ電話使用料の減によるものでございます。次に

６ページをご覧ください。８款、諸収入、雑入３１４万９千円の減額でございます。これ

は、保険対象となる水害や落雷、火災等が今年度は数多く発生しており、保険給付金請求

の一部を翌年度に回すものでございます。８ページをご覧ください。歳出でございます。

１款総務費、一般管理費、１３５万４千円の減額でございます。これは、ＩＰ電話無料通

話による使用料の減によるものと消費税の確定による公課費の減、及び支障移転工事の増

によるものでございます。３款基金積立金、電気通信事業基金積立金、２４７万３千円の

減額でございます。以上、補正額合計３８２万７千円の減額でございます。よろしくお願

いいたします。 

●石橋町長（石橋良治）   はい、議長。 

●議長（山中康樹） 石橋町長。 

●石橋町長（石橋良治） 議案第５３号から議案第５９号までの提案理由をご説明申しあげ

ます。議案第５３号、平成２６年度邑南町一般会計予算は、歳入歳出それぞれ 1３７億２

千５００万円とするものでございます。議案第５４号 平成２６年度邑南町国民健康保険

事業特別会計予算は、歳入歳出それぞれ 1４億５千９００万円とするものでございます。

議案第５５号、平成２６年度邑南町国民健康保険直営診療所事業特別会計予算は、歳入歳

出それぞれ８千万円とするものでございます。議案第５６号、平成２６年度邑南町後期高

齢者医療事業特別会計予算は、歳入歳出それぞれ３億７千４００万円とするものでござい

ます。議案第５７号、平成２６年度邑南町簡易水道事業特別会計予算は、歳入歳出それぞ

れ６億８千１００万円とするものでございます。議案第５８号、平成２６年度邑南町下水

道事業特別会計予算は、歳入歳出それぞれ９億７千３００万円とするものでございます。

議案第５９号、平成２６年度邑南町電気通信事業特別会計予算は、歳入歳出それぞれ４億

５千７００万円とするものでございます。詳細につきましては、それぞれ、担当課長から

説明させますのでよろしくお願いします。 
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●日高企画財政課長（日高輝和） 議長、番外。 

●議長（山中康樹） 日高企画財政課長。 

●日高企画財政課長 議案第５３号、平成２６年度邑南町一般会計予算についてご説明申し

あげます。予算書の１ページをお開きください。第１条、歳入歳出予算の総額でございま

すが、歳入歳出それぞれ１３７億２千５００万円と定めるものでございます。第２項、歳

入歳出予算の区分及び金額につきましては、２ページから８ページの第１表歳入歳出予算

に記載しております。なお、詳細は後ほど事項別明細書でご説明申しあげます。第２条、

地方債でございますが、第２表でご説明申しあげます。第３条、一時借入金でございます

が、限度額を２０億円としております。第４条、歳出予算の流用でございますが、人件費

のみ同一款内での流用を認めることとしております。次に、ページの方をめくっていただ

きまして、９ページをお開きください。第２表地方債でございます。上の方から、過疎地

域自立促進特別事業債でございますが１億９千９４０万円を計上しております。これはい

わゆる過疎ソフト事業債でございます。観光施設整備事業債６億３千８８０万円は、いこ

いの村耐震補強等事業に充てるものでございます。障害者福祉施設等整備補助事業債６千

７７０万円は、愛香園改築事業に対する補助金に充てるものでございます。病院設備整備

事業債１千万円は、公立邑智病院への繰出金の内、設備整備費用に充てるものでございま

す。基盤整備促進事業債５千８８０万円は、県営中山間地域総合整備事業、県営農道保全

事業等の負担金及び農道改修事業に充てるものでございます。県営林道整備事業債９００

万円は、県営林道三坂小林線の負担金でございます。木材市場整備事業債１億１千４０万

円は、江の川共販市場拡張事業に充てるものでございます。道路改良舗装事業債１億１５

０万円は、町道判場川角線外１０路線の改良及び県道改良負担金、橋梁長寿命化事業に充

てるものでございます。公営住宅建設事業債６千１８０万円は、日南原住宅の建設と矢上

団地及び段ノ原住宅ストック改善事業に充てるものでございます。消防施設整備事業債１

千４００万円は防火水槽整備に、救急車両整備事業債２千７４０万円は江津邑智消防組合

の負担金に、消防車両整備事業債１千９４０万円は消防ポンプ自動車の購入に充てるもの

でございます。学校施設整備事業債６千３４０万円は、矢上小学校多目的集会施設建設事

業及び石見中学校校舎改修事業に充てるものでございます。環境改善センター改修事業債

１千１３０万円は、矢上環境改善センターの改修に充てるものでございます。次に、災害

復旧事業関係でございますが、農地、農業用施設、林道、公共土木施設の災害復旧事業債

を計上しております。限度額は合計で４億７００万円でございます。最後に、臨時財政対

策債が３億６千９５５万円。合計しまして２１億６千９４５万円で、対前年比７億４千９

８５万円の増額でございます。次のページから予算に関する説明書でございます。１ペー

ジから６ページは総括表になっております。説明の方は７ページからさせていただきます。

７ページをお開きください。まず歳入でございます。主なもののみ説明させていただきま

す。１款の町税でございますが、科目によって増減がございます。全体では前年比で２６

０万２千円の減額と見込んでおります。９ページをお開きください。２款の地方譲与税か

ら９款地方特例交付金までは地方財政計画などを参考に予算計上をしております。１１ペ

ージをお開きください。６款地方消費税交付金でございますが、消費税率の改正に伴う増

額分として前年度に比べて１千９５万６千円の増額、１億１千７３０万４千円を計上して

おります。１３ページをお開きください。１０款地方交付税でございます。まず普通地方
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交付税は前年度に比べ２．３％減の５９億７千６００万円を見込んでおります。また特別

地方交付税は前年度に比べ２３．８％増の６億９千８００万円を見込んでおります。１２

款分担金及び負担金でございますが、分担金につきましては、基盤整備事業及び農地農業

用施設災害復旧事業などに係る分担金など２千９４０万８千円の増額を見込んでおりま

す。ページの方進めていただきまして、１９ページをお開きください。１４款国庫支出金、

１項国庫負担金、３民生費国庫負担金でございますが、対前年度４千５４６万８千円増額

の４億３千７１万３千円を計上しております。増額要因としましては、障害者自立支援事

業に係る介護給付費等を２千２１２万３千円、児童手当国庫負担金を１千７３８万２千円

それぞれ増額見込みとしております。１１災害復旧費国庫負担金は、６億６千６００万円

を計上しております。２１ページをお開きください。２項国庫補助金でございます。３の

民生費国庫補助金が対前年５千３５０万円増額の６千１８万４千円でございます。これは、

消費税の引き上げに伴い低所得者の方などへの支援を行う臨時福祉給付金等の財源となる

ものでございます。８土木費国庫補助金でございますが、対前年度１億４千７６３万４千

円減額の２億５０６万６千円を計上しております。災害復旧事業を優先して実施するため

社会資本整備総合交付金等を減額計上しております。２３ページをお開きください。１５

款県支出金、１項県負担金、３民生費県負担金でございますが、対前年度１千９６４万円

増額の２億２千４１９万８千円を計上しております。国庫負担金と同様に、障害者自立支

援事業に係る介護給付費及び児童手当負担金の増額を見込んでおります。商工費県負担金

の減額５０４万円は、神々の国しまねに係る派遣職員の負担金減額分でございます。２項

県補助金、２総務費補助金でございますが、対前年度４千１４３万円減額の４千１１２万

１千円を計上しております。定住促進賃貸住宅建設事業補助金の減額及び健康センター元

気館への太陽光パネル設置事業の完了に伴う補助金の減額などが主な要因でございます。

２５ページをお開きください。３民生費県補助金でございますが、児童福祉費補助金で保

育士等処遇改善補助金及び子ども子育て支援システム構築費用の増額で、７千７３０万円

を計上しております。４衛生費補助金でございますが、対前年度１千３５４万３千円増額

の２千８万４千円を計上しております。増額分として断魚渓の改修に充てるための自然環

境整備交付金を１千３５０万円見込んでおります。２７ページをお開きください。５労働

費県補助金９４０万円でございますが、緊急雇用創出事業補助金として、森林バイオマス

関連の人材育成を目的とした事業に充てるものでございます。６農林水産業費県補助金で

ございますが、対前年度１億３千１５１万２千円増額の３億７千７１３万１千円を計上し

ております。増額要因としましては、江の川共販市場拡張事業に充てるものとして、林業

費農業費補助金の森林整備加速化・林業再生事業費補助金を１億１千４０３万５千円見込

んでおります。２９ページをお開きください。県補助金の続きでございますが、農地及び

農業用施設災害復旧事業費補助金として３億３千３９４万７千円を計上しております。３

１ページをお開きください。１６款、財産収入につきましては、前年度に比べて大きく変

わるものはございません。３３ページをお開きください。１８款２項基金繰入金でござい

ます。財政調整基金繰入金としまして、１億４千８０４万９千円を計上しております。災

害復旧事業に係る一般財源の増額分に充てるために繰り入れるものでございます。減債基

金繰入金でございますが、平成２１年度以降、５億円を超えて事業を行い起債を借り入れ

た際に実質町負担額を減債基金に積み立て、起債の償還に合わせて計画的に取り崩すこと
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にしているものでございます。３５ページをお開きください。基金繰入金の続きでござい

ますが、１４いこいの村香木の森基金繰入金につきましては、耐震補強等事業の財源に充

てるため、繰入額を増額計上しております。１５ふるさと基金繰入金は、邑南町の歌制作

費の財源とするものでございます。２１地域経済活性化基金繰入金は、平成２５年度第６

号補正予算で地域の元気臨時交付金を財源として積み立てたものを全額取り崩して、施設

等の大規模改修事業などの財源とするものでございます。３７ページをお開きください。

２０款諸収入、３項貸付金元利収入で、地域総合整備資金貸付金元利収入の１千６００万

円の減額でございますが、医療法人徳祐会の施設整備事業に対する貸付金が完済されるこ

とに伴う減額でございます。４項受託事業収入、１普通建設事業受託収入でございますが、

森林総合研究所造林受託事業を増額計上しております。３９ページをお開きください。２

０款諸収入、５項雑入、２雑入でございますが、前年度に比べまして１千４７万６千円減

額しております。減額の主なものとしましては、他団体補助金のふるさと財団助成金が研

修制度の変更に伴い１千８万円減額。雑入で、香木の森を指定管理したことに伴い売り上

げ収入を指定管理者が収受することになったため１千４００万円の減額などでございま

す。一方増額分としましては、他団体補助金に、ふるさとの森再生事業費補助金として、

公益財団法人いづも財団からの補助金９０４万９千円を計上しております。４１ページか

ら２１款町債でございますが、地方債のところでご説明させていただきましたので省略さ

せていただきます。続きまして４５ページをお開きください。歳出でございます。はじめ

に、全体を通してのことでございますが、職員給与費については昨年度と同様に、２５年

度末の退職予定者分については各科目から除外し、新年度採用予定者分については一般管

理費等に計上しております。職員給与費につきましては、一般会計全体では前年度に比べ

まして４千４１９万８千円の増額となっております。それから、もう一点でございますが、

邑智郡総合事務組合の負担金でございます。一般会計で３千７３５万９千円の減額となっ

ております。介護保険事業では３１９万３千円の増額となっておりますが、情報システム

課分で基幹システムの更新が完了したことにより３千２５３万５千円が減額、環境衛生費

の関係で平成１０年度及び１５年度の施設整備事業に係る起債の償還が完了したことなど

により５３４万５千円の減額というようなことが主な要因でございます。これにつきまし

ては、それぞれの該当科目で減額したそれぞれの事業費を計上しております。続きまして

各款ごとに主なものを説明させていただきます。１款議会費でございます。前年度に比べ

９９５万５千円の増額となっておりますが、平成２４年度末の職員退出分が調整された結

果でございます。２款総務費でございます。前年度に比べ２千２０６万９千円の増額とな

っております。右の説明欄でございますが、主なものとしましては、職員給与費が１千４

８９万４千円減額の４億５千３４７万４千円。続きまして４８ページの方でございます。

ページの下の方でございますが町歌制定事業費が１千５６０万円。８．２４豪雨災害対策

費の３７８万５千円は、県から派遣を受ける職員の派遣手当でございます。５０ページの

方でございますが、合併１０周年記念事業費及び行財政審議会費を新たに計上しておりま

す。５１ページをお開きください。５財産管理費でございますが、前年度に比べ１千６６

８万５千円の減額となっております。主なものは、マイクロバス購入費、財産台帳整備事

業の終了に伴う減額などでございます。６企画費でございますが、前年度に比べ２千８８

４万５千円の減額となっております。主なものでございますが、５４ページの説明欄をお
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開きください。００５地域コミュニティ再生事業で、新たに矢上地域での取り組みが見込

まれるため、２５６万円増額の１千５５９万８千円。０１０矢上高校教育振興会補助事業

費につきましては、通学支援及び部活動支援として４２５万１千円増額の８２５万１千円

を計上しております。一方、健康センター元気館への太陽光発電システム等の設置事業が

完了したことにより３千５０万円が減額となっております。ページの方は５５ページをお

開きください。地域振興及び人口定住対策費でございます。前年度に比べ３千３９６万４

千円の減額となっております。右の説明欄ですが、００１の邑南町研修事業につきまして

は、実施体制の見直しを行ったことにより、４千２７２万４千円減額の３０５万２千円を

計上しております。００５の自治会館整備事業費は、下口羽自治会館の屋根、長田自治会

館の駐車場用地確保、原山自治会館の改修などで１千４６９万７千円を計上しております。

５７ページをお開きください。下の方、情報政策費の増額分は、電気通信事業会計への繰

出金で施設整備に係る償還金の返済が本格化したことによるものでございます。６１ペー

ジをお開きください。２項徴税費でございます。ほとんどが経常経費でございますが、公

用車購入費、システム改修費の減額などにより、徴税費全体では前年度に比べ１千２５２

万７千円減額の１億３千８０９万６千円を計上しております。ページの方進めていただき

まして６５ページをお開きください。４選挙費でございますが、県知事及び県議会議員選

挙費として７７５万１千円を計上しております。平成２７年の４月に予定されているもの

の準備経費でございます。６７ページをお開きください。５項統計調査費でございますが、

平成２６年度では農林業センサスが予定されております。６９ページをお開きください。

３款民生費でございます。１項社会福祉費の１社会福祉総務費でございますが、前年度に

比べ３千１２４万５千円増額の３億８千２０４万円を計上しております。７２ページの方

を見ていただきますと、増額の主なものでございますが７２ページの下の方、０２１臨時

福祉給付金支給事業費の４千２９１万５千円と次の７４ページになりますが、０２５子育

て世帯臨時特例給付金事業費９６０万５千円が新たに増額となるもので、歳入の方でもご

説明しましたが、低所得世帯や子育て世帯に対する消費税の引き上げの影響を緩和するた

めの事業でございます。左側の７３ページの方にちょっと戻っていただきますと、２社会

福祉施設費につきましては、施設改修等の普通建設事業の増額で、１億４千６３０万４千

円を計上しております。３老人福祉費から次の７５ページは、主に経常経費でございます。

７７ページの方をお開きください。６障害者福祉費につきましても経常経費が主なもので

ございます。増額分は、訓練等給付費及び介護給付費を実績に基づいて計上しているため

でございます。７９ページをお開きください。介護保険事業費でございますが、権利擁護

センター運営事業費の増額などで、４億４千８５０万５千円を計上しております。８１ペ

ージをお開きください。２項児童福祉費でございます。こちらも経常経費が主なものでご

ざいます。１児童福祉総務費の増額分は、児童手当の増額が２千４１９万２千円などでご

ざいます。８３ページをお開きください。２児童福祉措置費につきましては、保育所措置

費が小規模保育所等への助成も含めて２千７４０万６千円増額の４億８千６０６万１千

円。説明欄８４ページの下の方になりますが、新たに０１０保育士等処遇改善費を７２３

万円計上しております。ページの方８７ページをお開きください。４款衛生費でございま

す。１保健衛生費でございますが、８６７万９千円増額の５億４千１５５万８千円を計上

しております。簡易水道事業特別会計繰出金及び下水道事業特別会計繰出金が増額となっ
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ております。その他保健衛生費につきましては、経常経費が主なものでございます。前年

と大きく変わるものはございません。ページの方進めていただいて９５ページをお開きく

ださい。８病院費でございますが、前年度と比べ５千６７２万９千円減額の３億４千７５

４万４千円を計上しております。施設整備事業に対する資本費繰出金が減額となっている

ものでございます。９７ページをお開きください。５款労働費の緊急雇用創出事業費９４

０万円でございますが、森林バイオマス雇用拡大事業として、木質バイオマス事業関係の

人材育成を目的とした事業でございます。６款農林水産業費１農業費でございます。９８

ページ説明欄の００３機構集積支援事業は、前年度の農地制度実施円滑化事業を引き継い

で実施されるものでございます。９９ページをお開きください。３農業振興費でございま

すが、前年度に比べ９６８万３千円増額の３億６千４４６万７千円を計上しております。

１００ページの説明欄でございますが、００５の多面的機能支払事業費は、農地水保全管

理支払交付金事業に替わるものでございます。ページの方１０２ページでございますが、

説明欄０１０新規就農者支援事業の０３アグリビジネスモデルコンテスト事業は、地域で

の農業経営のアイデアを広く募集し合わせて新規就農者の定着を図ろうとする事業でござ

います。また、０１１農業担い手育成、確保支援事業費に１千９３９万２千円を計上して

おります。このうち０３就農支援アドバイザー設置事業費及び０４おーなんアグサポ隊事

業費は、新たに取り組むものでございます。なお、アグサポ隊事業は地域おこし協力隊制

度を活用して行うものでございます。左側の１０１ページの下の方でございますが、５農

地費は、前年度に比べ６千８６４万９千円増額の３億８千３１３万７千円を計上しており

ます。主なものでございますが、１０４ページの説明欄をお開きください。００５特定中

山間保全整備事業償還費につきましては、事業が完了し償還が本格的に始まることから、

１千２１０万７千円増額の１千８２３万２千円。００６下水道事業特別会計繰出金が２千

６３５万６千円増額の３億１千３２９万５千円。０１２県営中山間地域総合整備事業費負

担金が２千万円増額の２千１００万円などとなっております。１０３ページの下の方でご

ざいますが、６農業基盤整備費は、県営農道保全事業負担金及び農道基盤整備費後木屋線

の増額で、５千６５０万円を計上しております。１０５ページをお開きください。７施設

整備管理費が２億７千８９万９千円減額となっておりますが、山村開発センター建設事業

が終了となるための減額でございます。８地籍調査費につきましては、前年比７１１万９

千円増額の１億４千５８万７千円を計上しております。１０７ページをお開きください。

２項林業費でございますが、２林業振興費は、前年度に比べ２億６千９３６万５千円増額

の３億７千３０３万５千円を計上しております。１０８ページの説明欄でございますが、

００１森林総合研究所造林受託事業費が３千９５１万４千円の増額で５千８７１万円。０

０８ふるさとの森再生事業費が９０５万。０１０江の川共販市場拡張事業が２億３千３１

万３千円などとなっております。ページは１１１ページをお開きください。７款商工費、 

１項商工費、２商工業振興費でございますが、農林商工等連携サポートセンター事業で食

の学校の整備が完了したことに伴い対前年度比７２３万９千円の減額となっております。

食の学校整備事業費として７２６万５千円を計上しておりますが、内容は食の学校の運営

費でございます。１１２ページの００６コミュニティビジネス支援事業費の邑南町農林商

工チャレンジ事業は中小企業の積極的な事業展開を支援するため新たな取り組みでござい

ます。３観光費でございますが、前年度に比べ７億５千３４５万３千円増額の８億２千７
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６５万９千円を計上しております。１１４ページ説明欄でございます。００９断魚渓改修

事業費が３千万円増額。０１０いこいの村霧の湯管理費がいこいの村耐震補強等事業を実

施することで７億３２２万８千円の増額となっております。１１５ページから８款土木費

でございます。１項土木管理費は経常経費でございます。１１７ページをお開きください。

２項道路橋りょう費でございます。２道路維持費では、除雪車の格納庫整備事業が完了し

たことなどで前年度比で１千５２５万３千円の減額となっております。３道路新設改良費

でございますが、前年度に比べ３億６千９３５万３千円減額して、２億２千１０９万円を

計上しております。災害復旧事業を優先的に実施する必要があることや２５年度事業の多

くが２６年度に繰り越しとなる見込みであるため、事業量を抑えて計上しております。ペ

ージの方は進めていただきまして、１２１ページをお開きください。４項住宅費でござい

ますが、既設公営住宅ストック改善事業で、段の原団地の改善を計画しております。１２

３ページをお開きください。２住宅建設費を前年度と比べ２千７９０万３千円増額として

おります。日南原２号団地の建設を予定しております。１２５ページをお開きください。

３住宅政策費は、前年度比１千８８４万３千円減額としております。集落振興対策助成事

業を５１６万７千円増額する一方で、賃貸住宅建設補助事業を２千４００万円減額として

おります。９款消防費でございます。１常備消防費につきましては、負担金が９１８万６

千円の減額となっております。一方、２非常備消防費は、報酬の改定及び消防大会及び消

防操法大会出場費などで前年度比６１２万７千円の増額となっております。１２７ページ

をお開きください。消防設備費でございますが、前年度に比べ２千６８７万円の増額とな

っております。消防備品管理費が７７９万３千円。防火水槽設置事業費が１千８６０万円

の増額などによるものでございます。４防災費では前年度比１７６万９千円の減額となっ

ておりますが、防災無線の管理について、一部を総務費に計上したためでございます。災

害装備品の拡充に合わせ、新たにハザードマップ修正事業費を１９６万９千円など計上し

ております。１２９ページをお開きください。１０款教育費でございます。２事務局費に

つきましては、人件費が減額となっておりますが、事業費は前年度と大きな変更点はござ

いません。ページの方進めていただきまして、１３５ページをお開きください。２項小学

校費でございます。学校管理費につきましては、低学年複式、学習、生活支援事業及び職

員給与費が増額となっております。１３７ページをお開きください。３学校建設費でござ

いますが、矢上小学校多目的集会施設建設事業費を１億９００万円計上しております。１

４１ページをお開きください。中学校費の３学校建設費でございますが、石見中学校の校

舎改修費を９９０万円計上しております。４項社会教育費でございますが、前年度に比べ

１千６０７万円増額となっております。主に人件費の増額分でございます。１４３ページ

をお開きください。２公民館費でございますが、前年比５８０万６千円増としております。

主な内容としましては、矢上改善センターの改修事業費を含む施設管理費が１千４２８万

８千円の増額。職員給与費が８１５万４千円の減額などとなっております。１４５ページ

をお開きください。４社会教育施設費でございますが、前年度に比べ１千１７１万６千円

増額となっております。主な内容としましては、青少年旅行村のプール配管改修費が７３

０万円、元気館の空調等調整パネルの改修などが２２６万円などでございます。１４７ペ

ージをお開きください。５文化財保護費でございます。前年度に比べ１千６１万６千円増

額となっております。主な内容としましては、ハンザケ自然館の改修等で６５０万２千円。
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県営林道三坂小林線の発掘調査費が４５２万４千円などでございます。１５１ページをお

開きください。１１款災害復旧費でございますが、補助災害につきましては、平成２５年

度の国からの割り当てが決定しておりませんので、概算として査定事業費の約半分を計上

しております。なお、小災害につきましては、見込み額を全額計上しておりますが、測量

設計が完了した段階で事業費が変更となる可能性があります。１項の農林水産施設災害復

旧費でございますが、１の農地災害復旧費として補助災害９２箇所、小災害３５０箇所を

見込んでおりまして、合わせて３億８千７６５万９千円を計上しております。また、２農

業用施設災害復旧事業費として、補助災害４６箇所、小災害１５０箇所で２億１千６４１

万５千円を計上しております。１５３ページをお開きください。３林道災害復旧費でござ

いますが、補助災害は全額２５年度分で計上しており繰り越して行う予定としております。

小災害のみ平成２６年度で計上しております。７６箇所を見込んでおり、２千４７０万円

を計上しております。４農林水産施設災害復旧管理費は、職員給与等の事務費でございま

す。２項公共土木災害復旧費でございますが、補助災害９３箇所、小災害２００箇所を見

込んでおりまして、合わせて８億５千８９２万２千円を計上しております。１５５ページ

をお開きください。２公共土木災害復旧管理費は、職員給与等の事務費でございます。１

２款公債費でございます。元金は前年度に比べまして６千２５４万４千円減額。利子は、

２千５２５万３千円減額となっております。１５７ページでございますが、９８款予備費

としまして前年同様３千万円を計上しております。以上でございます。よろしくお願いい

たします。 

●服部町民課長（服部導士） 議長、番外。 

●議長（山中康樹） 服部町民課長。 

●服部町民課長（服部導士） 私の方からは議案第５４号から５６号までの３議案につきま

してご説明申しあげます。まず、議案第５４号、平成２６年度邑南町国民健康保険事業特

別会計予算についてご説明申しあげます。予算書の１ページをお開きください。歳入歳出

予算の総額は、歳入歳出それぞれ１４億５千９００万円と定めるものでございます。詳細

につきましては、事項別明細書の４ページ、５ページをお開きください。平成２６年度の

予算につきましては、議案第３５号、邑南町国民健康保険税条例の一部改正でご説明いた

しましたように、医療費や被保険者数の推計などを参考に見積もりを行いました結果、昨

年度と比べ若干ではございますが減少したものの引き続きまして財源不足額が見込まれま

したので、一般会計繰入金、基金繰入金でその補てんをさせていただくほか、国保税につ

きましては、応能、応益の均衡をはかるため医療費分の所得割税率を下げさせていただく

こととしておりますので、これらを反映させた内容となっております。まず、歳入からご

説明いたします。１款の国民健康保険税でございますが、一般被保険者、退職被保険者と

もに被保険者数が減少傾向にあり、それを反映し、一般被保険者の現年度分は、２億３３

２万３千円、前年度と比べ８０３万２千円、率にして３．８％の減、退職被保険者の現年

度分は、３千６６万３千円、前年度と比べ７６２万５千円、率にして１９．９％の減、滞

納繰越分につきましては、それぞれ昨年度と同額の３万円とし、国民健康保険税の総額を

２億３千４０１万６千円としております。次に、６ページ・７ページをお開きいただき、

４款の国庫支出金関係でございます。療養給付費負担金につきましては、１節の療養給付

費負担金から４節の後期高齢者医療支援金までの各節について国の３２％を定率負担を受
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けておりまして、医療費推計等を参考に全体を１億９千６７６万３千円としております。

次に、高額医療費共同事業負担金でございますが、これは高額医療費共同事業拠出金へ充

当される国庫負担金で、所要額の４分の１につきまして、７８０万８千円としております。

次に、国庫補助金の調整交付金でございますが、国の予算を参考に、６千５５５万円とし

ております。また、特別調整交付金につきましては、直営診療所分として、６３１万５千

円としております。次に、８ページ、９ページをお開きいただき、５款の県支出金でござ

います。高額医療費共同事業負担金につきましては、先ほどの国庫負担金と全く同じ内容

でございまして、国と同額としております。次に、県補助金の調整交付金でございますが、

普通財政調整交付金を３千１２４万５千円、特別調整交付金を２千１４２万６千円、全体

で５千２６７万１千円としております。次に、６款の共同事業交付金でございますが、こ

れは高額医療費共同事業交付金、保険財政共同安定化事業交付金ともに保険者負担の５９

％を補てんする交付金でございまして、全体で１億６千８８３万５千円としております。

次に、１０ページ、１１ページを開きいただき、８款の療養給付費交付金でございます。

これは退職被保険者の療養給付費等に充てるものでございまして、１億１千４９１万８千

円としております。次に、９款の繰入金でございます。基金繰入金につきましては、２千

９２５万６千円としておりまして、基金残高は、約１億１千万円となります。次に、一般

会計繰入金でございますが、保険基盤安定繰入金が３千９５９万５千円、財政調整繰入金

を除くルール分が合計で６千５８４万２千円、町単独の財政調整繰入金１千万円と合わせ

ますと、１億１千５４３万７千円としております。次に、１２ページ、１３ページをお開

きいただき、１２款の前期高齢者交付金でございますが、国保連合会の推計を参考に、４

億５千５０９万５千円としております。次に、１４ページ、１５ページをお開きいただき、

歳出でございます。まず、１款の一般管理費でございますが、総額を４千５２８万６千円

としております。次に、１６ページ、１７ページをお開きいただき、２款の保険給付費関

係でございますが、いずれも医療費推計を基に計上させていただきました。一般被保険者

療養給付費につきましては、７億４千９７９万６千円、退職被保険者等療養給付費につき

ましては、９千３８８万５千円としております。次に、１８ページ、１９ページをお開き

いただき、高額療養費でございますが、一般被保険者高額療養費につきましては、１億８

９万９千円、退職被保険者等高額療養費につきましては、１千６０２万円としております。

次に、出産育児一時金でございますが、１０人分として４２０万円計上しております。次

に、２０ページ、２１ページをお開きいただき、葬祭費でございますが、これは２０人分

として６０万円計上しております。次に、４款の介護納付金でございますが、６千３５５

万３千円としております。次に、２２ページ、２３ページをお開きいただき、５款の保健

事業費でございますが、保健普及費につきましては、保健普及事務費として、水中運動教

室や健康カレンダーに係る予算を計上しておりまして、２８８万２千円としております。

次の特定健康診査等事業費につきましては、特定健診に係ります予算を計上しておりまし

て、この中には引き続き計画をしております島大包括連携によります委託費用も含まれて

おりまして、全体を１千３４９万５千円としております。次に、６款の共同事業拠出金で

ございますが、高額医療費共同事業医療費拠出金につきましては、３千１２３万５千円、

次に、２４ページをお開きいただき、保険財政共同安定化事業拠出金につきましては、事

務費拠出金と合わせ１億３千７６９万２千円としております。次に、９款の諸支出金の直
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営診療所事業特別会計繰出金でございますが、特別調整交付金を直診会計へ繰り出すもの

として６３１万５千円計上しております。次に、２６ページ、２７ページをお開きいただ

き、１０款の後期高齢者支援金等につきましては、国保連合会の推計を参考に計上してお

りまして、事務費拠出金と合わせまして１億７千５２５万８千円としております。以上が

邑南町国民健康保険事業特別会計予算についての説明でございます。続きまして、議案第

５５号、平成２６年度邑南町国民健康保険直営診療所事業特別会計予算について、ご説明

申しあげます。予算書の１ページをお開きください。歳入歳出予算の総額は、歳入歳出そ

れぞれ８千万円と定めるものでございます。詳細につきましては、事項別明細書の４ペー

ジ、５ページをお開きください。まず、歳入でございますが、１款の診療収入につきまし

ては、平成２５年度の実績を参考に見積りまして、全体で２千５０８万９千円としており

ます。次に、３款の一般会計繰入金でございますが、償還元金、償還利子、井原診療所の

借地料、各診療所の運営費補てんとして、全体で４千７６１万９千円としております。次

に、６ページ、７ページをお開きいただき、事業会計繰入金でございますが、議案第５４

号の国保会計予算でもご説明いたしましたが、特別調整交付金を国保会計から繰り入れる

ものでございまして、６３１万５千円計上しております。次に、８ページ、９ページをお

開きいただき、歳出でございます。まず、１款の総務費でございますが、まず阿須那診療

所の管理費につきましては、一般管理費、職員給与費、あわせまして３千４１６万円とし

ております。井原診療所管理費につきましては、一般管理費でございまして、５６９万７

千円としております。次に、１０ページ、１１ページをお開きいただき、日貫診療所管理

費につきましても、一般管理費でございまして、３８９万２千円としております。次に、

２款の医業費でございますが、これは各診療所におきます診療材料費は消毒綿などの消耗

品で、薬剤費は医薬材料費、検査委託料は臨床検査委託に係る費用でございます。まず阿

須那診療所医業費につきましては、診療材料費が６０万円、薬剤費が１千４４０万円、検

査委託費が５５万６千円、合計１千５５５万６千円としております。井原診療所医業費に

つきましては、診療材料費が６万円、薬剤費が２４０万円、検査委託費が１万５千円、合

計２４７万５千円としております。次に、１２ページ、１３ページをお開きいただき、日

貫診療所医業費につきましては、診療材料費が６万円、薬剤費が１０８万円、検査委託費

が１万５千円、合計１１５万５千円としております。次に、３款の公債費でございますが、

元金を１千６６７万１千円、利子を７万６千円としております。以上が邑南町国民健康保

険直営診療所事業特別会計予算の説明でございます。続きまして、議案第５６号平成２６

年度邑南町後期高齢者医療事業特別会計予算について、ご説明申しあげます。予算書の１

ページをお開きください。歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３億７千４００万円

と定めるものでございます。詳細につきましては、事項別明細書の４ページ、５ページを

お開きください。まず、歳入でございますが、１款の後期高齢者医療保険料でございます

が、特別徴収につきましては、４４０万円増の８千６００万円、普通徴収につきましては、

１４万円増の２千３５４万円、合計で１億９５４万円としております。次に、３款の保健

事業委託金でございますが、広域連合からの特定健診等の委託料を２１７万３千円として

おります。次に、４款の繰入金でございますが、一般会計繰入金につきまして、総務費な

どに係ります事務費繰入金を３５４万３千円、保険基盤安定繰入金を６千４０８万１千円、

療養給付費負担金繰入金を１億９千４５０万円、合計で２億６千２１２万４千円としてお
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ります。次に、８ページ、９ページをお開きいただき、歳出でございます。２款の後期高

齢者医療広域連合納付金でございますが、保険料等負担金につきましては、保険料負担金

が歳入の保険料と同額の１億９５４万円、保険基盤安定負担金が歳入の保険基盤安定繰入

金と同額の６千４０８万１千円、合計で１億７千３６２万１千円、療養給付費負担金につ

きましては、歳入の療養給付費負担金繰入金と同額の１億９千４５０万円としております。

次に、１０ページ、１１ページをお開きいただき、３款の保健事業費でございますが、健

診事業費といたしまして、２５５万２千円としております。以上が邑南町後期高齢者医療

事業特別会計予算の説明でございます。以上３議案につきまして、地方自治法第９６条第

１項の規定により議会の議決を求めるものでございます。どうぞよろしくお願いします。 

●朝田水道課長（朝田誠司） 議長、番外。 

●議長（山中康樹） 朝田水道課長。 

●朝田水道課長（朝田誠司） 議案第５７号、平成２６年度邑南町簡易水道事業特別会計予算

につきまして、ご説明申しあげます。予算書の１ページをお開きください。第１条歳入歳

出予算の総額は、歳入歳出それぞれ６億８千１００万円と定めるものでございます。歳入

歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、第１表歳入歳出予算によるものでござ

います。第２条地方債につきましては、第２表地方債で説明いたします。第３条一時借入

金の限度額につきましては、１億５千万円と定めるものでございます。第４条 歳出予算

の流用につきましては、人件費に関する規定でございます。４ページをお開きください。

第２表地方債の簡易水道建設事業債の限度額を１億４千３５０万円とするものでございま

す。事項別明細書の４ページをお開きください。歳入でございますが、対前年度比で大幅

な増減があるものにつきまして説明いたします。２款１項 水道使用料につきましては、

消費税増額分を見込んで２億１千２０３万６千円を計上しております。３款１項国庫補助

金は、簡易水道統合事業や基幹改良事業に、５千２０８万６千円を計上しております。６

ページをお開きください。７款１項 雑入では、対前年度で３６０万円の減額ですが、県

事業の水道管支障移転工事費補償金の減額によるものでございます。８款１項町債は、１

億４千３５０万円を計上するものでございます。８ページをお開きください。歳出でござ

いますが、一般管理費は、簡易水道事業の公営企業法適用化に向けた資産調査や企業会計

システム構築等の費用５千１８３万９千円を含め、１億７千４３６万２千円を計上してお

ります。１０ページをお開きください。２款１項簡易水道事業費は、簡易水道統合事業や

基幹改良事業に１億６千５８２万３千円を計上しております。４款１項 公債費は、元金、

利子合計で３億３千５０万５千円を計上しております。以上でございます。続きまして、

議案第５８号、平成２６年度邑南町下水道事業特別会計予算につきまして、ご説明申しあ

げます。予算書の１ページを、お開きください。第１条歳入歳出予算の総額は、歳入歳出

それぞれ９億７千３００万円と定めるものでございます。歳入歳出予算の款項の区分及び

当該区分ごとの金額は第１表歳入歳出予算によるものでございます。第２条債務負担行為

につきましては、第２表債務負担行為で説明いたします。第３条地方債につきましては、

第３表地方債で説明いたします。第４条一時借入金の限度額につきましては、１億円と定

めるものでございます。第５条歳出予算の流用につきましては、人件費に関する規定でご

ざいます。４ページをお開きください。第２表債務負担行為は、下水道等排水設備工事普

及促進助成金に平成２７年度から平成２９年度の３年間、３．５％以内の利子補給をする



 - 56 - 

ものでございます。５ページをご覧ください。第３表地方債でございますが、生活排水処

理事業債等４起債の限度額を２億７７０万円とするものでございます。事項別明細書の４

ページをお開きください。歳入でございますが、対前年度比で大幅な増減があるものにつ

きまして説明いたします。１項１款分担金でございますが、浄化槽整備２０基を予定し、

衛生費分担金を４００万１千円とし、農林水産業費分担金、土木費分担金の合計で６４０

万１千円を計上しております。２款１項 使用料につきましては、生活排水処理、農業集

落排水、下水道使用料それぞれ消費税増額分を見込んで合計１億６千２６７万１千円を計

上しております。６ページをお開きください。３款１項国庫補助金につきましては、浄化

槽設置事業の補助金７２３万４千円を計上しております。６款２項他会計繰入金につきま

しては、前年度比で２千７６２万１千円増額の５億８千４２９万６千円を計上しておりま

す。８ページをお開きください。８款１項雑入につきましては、県道改良事業に伴います、

農業集落排水汚水管の支障移転補償費４５８万７千円を計上しております。９款１項 町

債につきましては、２億７７０万円を計上するものでございます。１０ページをお開きく

ださい。歳出でございますが、生活排水処理事業一般管理費は、６千５３１万５千円、事

業費は、３千２１０万５千円を計上しております。１２ページをお開きください。農業集

落排水事業一般管理費は、施設機器の修繕等に対応するため、前年度比で２千７７３万７

千円増額の１億２千５１５万７千円を計上しております。下水道一般管理費でございます

が、１億１千１４２万円を計上しております。１４ページをお開きください。公債費は、

元金で４億８千５７４万円を計上しております。１６ページをお開きください。公債費の

利子でございますが、１億３千２６４万７千円を計上し、公債費は、元金、利子合計で、

６億１千８３８万７千円の計上でございます。以上でございます。 

●小林情報推進課長（小林雅博） 番外。 

●議長（山中康樹） 小林情報推進課長。 

●小林情報推進課長（小林雅博）  議案第５９号、平成２６年度邑南町電気通信事業特別会計

予算についてご説明いたします。予算書の 1ページをお開きください。第１条歳入歳出予

算の総額は、歳入歳出それぞれ４億５７００万円と定めるものでございます。２項につき

ましては後ほど事項別明細書で説明いたします。第２条歳出予算の流用でございますが、

これは人件費に関する規定でございます。詳細につきましては、事項別明細書の４ページ

をご覧ください。２歳入でございます。昨年度と大きく変わったものを説明させていただ

きます。最初に２款使用料手数料でございます。予算額２億２５６０万円で前年と比べ２

４３万４千円の増でございます。インターネット加入が伸びたことと消費税の増によるも

のでございます。次に６ページをお開きください。６款繰入金１項 基金繰入金でござい

ます。予算額２７，６００千円で２６，０５６千円の増でございます。続いて２項、他会

計繰入金でございます。予算額２億３９万３千円で９１４万４千円の増でございます。こ

れは共に、借入金償還額の増によるものが主な原因でございます。続きまして１０ページ

をお開きください。歳出でございます。１款総務費の一般管理費 予算額２億７３５２万

２千円で前年と比べ５４９万１千円の増額でございます。また新規分として、１３節の委

託料の中におおなんケーブルテレビ業務委託費４８，５３３千円を計上しております。１

２ページをお開きください。４款公債費でございます。予算額１億８１８１万円で２５３

４万３千円の増額でございます。これは借入金償還額が本格化したことによるものでござ
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います。以上、予算額合計４億５７００万円でございます。 よろしくお願いいたします。 

●議長（山中康樹） 以上で、提出者の提案理由の説明は終了いたしました。 

 

～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

日程第７ 請願文書表 

●議長（山中康樹） 日程第７、請願文書表を議題といたします。本定例会までに受理した請

願は、お手元に配布をしております請願文書表のとおりでございます。ここで、お諮りを

いたします。請願第１号につきましては、教育民生常任委員会に、請願第２号につきまし

ても、教育民生常任委員会に、請願第３号につきましては、産業建設常任委員会に、付託

をいたしたいと思います。これに異議はありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

●議長（山中康樹） 異議なしと認めます。したがって、請願第１号につきましては、教育民

生常任委員会に、請願第２号につきましても、教育民生常任委員会に、請願第３号につき

ましては、産業建設常任委員会に付託することに決定をいたしました。 

～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

散会宣告 

●議長（山中康樹） 以上で、本日の日程はすべて議了いたしました。本日はこれにて散会と

いたします。大変、ご苦労さまでございました。 

―― 午後３時４８分 散会 ―― 

 


